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は じ め に  
本県では、1982年を「かながわ女性元年」として、婦人総合

センター（現かながわ男女共同参画センター）を開設するとと

もに、「かながわ女性プラン」を策定し、女性への暴力対策にい

ち早く取り組んできました。 

「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」

が制定され、2002 年に配偶者暴力相談支援センターを設置し、

2006年には「かながわＤＶ被害者支援プラン」を策定しました。

その後、2009 年及び 2014 年の２度にわたり、改定を行いなが

ら、市町村や民間団体、警察本部等の関係機関と連携し、ＤＶ防止と被害者支援に取り組んで

きました。なお、2014年改定の際は、プランの名称を「かながわＤＶ防止・被害者支援プラン」

に変更し、男性相談窓口の設置や専門相談の強化、同伴児童の心理的ケア、交際相手からの暴

力（いわゆる「デートＤＶ」）の防止など、取組みを強化しました。しかしながら、県配偶者暴

力相談支援センターの相談件数は毎年５千件前後にのぼるなど、依然として課題が残されてい

ます。 

近年、ＤＶが背景にあると考えられる痛ましい事件が発生しています。また、子どもの目の

前での暴力（いわゆる「面前ＤＶ」）による心理的虐待が子どもに与える影響など、様々な問題

点が指摘されています。 

こうした課題を踏まえ、今回のプランでは新たに、ＤＶを未然に防止するため、お互いを大

切にし合うコミュニケーション能力を身につける啓発事業など、ＤＶ防止の取組みを充実・強

化することとしました。また、引き続き市町村や民間団体、関係機関と幅広く協働・連携しな

がら、ＤＶに対する理解を深めるための若い世代をはじめとした意識啓発などに取り組むとと

もに、被害者や同伴児童に対する支援に取り組んでまいります。 

なお、プランの改定にあたっては、神奈川県男女共同参画審議会や神奈川県ＤＶ対策推進会

議の委員の皆様をはじめ、多くの県民の皆様から貴重なご意見やご提案を頂きました。皆様の

ご協力に深く感謝申し上げます。 

引き続き、ＤＶ防止と被害者支援に取り組み、暴力の根絶と一人ひとりの人権が尊重される

社会の実現をめざしてまいりますので、皆様の温かいご理解とお力添えをお願いいたします。 

 

2019年３月 

 

     

 



 

 

      ◆本計画における主な用語の説明◆  
〇 「ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）」： 

「ＤＶ」という言葉は、直訳すると「家庭内の暴力」となりますが、本

計画においては、「配偶者等（配偶者や交際相手等の親密な関係にある、又

はあった者）からの暴力」という意味で記載しています。  
○ 「ＤＶ防止法」／「配偶者」「配偶者等」：   本計画においては、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関す
る法律」を「ＤＶ防止法」と記載しています。   ＤＶ防止法における「配偶者」は、婚姻の届出をしていないいわゆる「事
実婚」の相手を含みます。        ただし、本計画においては、生活の本拠を共にしない交際相手も含め「配
偶者等」と記載しています。  

〇 「被害者」： 
ＤＶ防止法における「被害者」とは、配偶者から暴力を受けた者をいい

ます。（男性、女性の別を問いません。） 
ただし本計画においては、ＤＶ防止法の対象外の場合であっても、配偶

者等からの暴力を受けた者を「被害者」としています。 「ＤＶ防止法」の適用範囲について： 
・ＤＶ防止法上の「配偶者からの暴力」には、離婚後（事実上離婚したと同様の事

情に入ることを含みます。）も引き続き受ける暴力を含みます。 
・生活の本拠を共にする交際相手（婚姻関係における共同生活を営んでいないもの

を除く。）からの暴力にも準用され、さらに、生活の本拠を共にする交際をする関

係を解消した後も引き続き受ける暴力を含みます。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 「暴力の種類」： 

ＤＶ防止法における「暴力」とは、「身体に対する暴力」又は「これに準

ずる心身に有害な影響を及ぼす言動」を指します。 

暴力には以下のような種類があり、本計画においては、以下のような行

為を広く暴力として扱っています。 

 

・ 身体的暴力 … 殴る／蹴る／首を絞める／タバコの火を 

押し付ける など 

・ 精神的暴力 … 暴言を吐く／脅かす／無視する／浮気・不貞を 

疑う など 

・ 経済的暴力 … 生活費を渡さない／女性が働き収入を得ることを

妨げる／借金を重ねる など 

・ 社会的暴力 … 外出や、親族・友人との付き合いを制限する／ 

メールを見たり、電話をかけさせないなど交友 

関係を厳しく監視する など 

・ 性的暴力  … 性行為を強要する／ポルノを見せたり、道具の 

ように扱う／避妊に協力しない など 

 

 

 

 

（*１）：ＤＶ防止法における「暴力」のうち、保護命令が発令される要件となる「暴力」は、身体

に対する暴力又は生命等に対する脅迫のみとしています。 

また、ＤＶの発見者による通報や、警察官による被害の防止、警察本部長等の援助に関す

る規定は、身体に対する暴力のみを対象として整理されています。 

また、「これに準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動」について、国は暴力を「身体的暴

力」、「精神的暴力」（本計画における「経済的暴力」「社会的暴力」を含める）及び「性的暴

力」の３つに分類したうえで「精神的暴力」及び「性的暴力」を指すとし、刑法上の脅迫に

当たるような言動もこれに該当する（軽微なものは除く）としています。 

（*１） 
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Ⅰ 計画の基本的な考え方  
１ 計画改定の趣旨 
暴力は重大な人権侵害であり、誰に対しても決して許されるものではありません。しかし、

ＤＶは、家庭内など、外部からはその発見が困難な場において行われることから、潜在化しや

すく、被害が深刻になりやすいという特性があります。その一方で、社会全体の問題とは扱わ

れにくく、被害者の人権が十分に保護されてきたとはいえない状況です。 

ＤＶの被害者は、多くの場合女性です。これは、性別によって固定的に役割を分けて考える

「固定的性別役割分担意識」が根強いことにより、経済的・社会的な自立が困難な状況に置か

れた女性が、暴力を我慢せざるを得ない場合が多いことも、理由の一つとして考えられます。

ＤＶは、女性と男性がお互いを尊重し合う男女共同参画社会を実現するうえで、大きな妨げと

なります。 

県では、2001年制定のＤＶ防止法に基づき、2002年に配偶者暴力相談支援センターを設ける

とともに、2004年のＤＶ防止法の改正を踏まえ、2006年には「かながわＤＶ被害者支援プラン」

を策定しました。その後、2007年のＤＶ防止法の改正を踏まえ、2009年に「かながわＤＶ被害

者支援プラン」を改定し、ＤＶ被害者の相談や保護、自立の支援などに取り組んできました。 

2013 年には、ＤＶ防止法の適用対象を、生活の本拠を共にする交際相手からの暴力被害者に

ついても、配偶者からの暴力被害者に準じて扱うなどの法改正が行われました。この改正を踏

まえ、2014年に計画の名称を「かながわＤＶ防止・被害者支援プラン」（以下「プラン」という。）

に変更するとともに、これまでの被害者支援の取組みに加え、ＤＶ防止の取組みを強化する改

定を行いました。しかしながら、ＤＶの根絶のためには、依然として様々な課題が残されてい

ます。 

このため、県民の皆様などのご意見やご提案、神奈川における現状と課題や社会情勢等を踏

まえながら、重点目標を定めるとともに、充実・強化が必要なポイントに特に重点的に取り組

むなど、ＤＶ防止と被害者支援の取組みをさらに一層進めるため、プランを改定します。 

 

２ 計画の対象地域 
この計画は、神奈川県内全地域を対象としています。 

 

３ 計画の性格 
(1) この計画は、ＤＶ防止法第２条の３に規定された、県における配偶者からの暴力の防止及
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び被害者の保護のための施策の実施に関する基本的な計画です。

(2) この計画は、県の総合計画を補完する特定課題に対応した個別計画です。

(3) この計画は、男女共同参画社会基本法第 14条に規定された、県における男女共同参画社会

の形成を促進する施策についての基本的な計画である「かながわ男女共同参画推進プラン（第

４次）」における、配偶者等からの暴力防止及び暴力被害者への支援を重点的に推進するた

めの計画です。

(4) この計画は、人権が尊重される社会の実現や暴力の根絶をめざしており、2015 年に国連で

採択された「ＳＤＧｓ」における17ある目標の一つである「ジェンダー平等」と理念を共有

するものです。今後、ＤＶ防止と被害者支援の施策に引き続き取り組むことにより、持続可

能な神奈川の実現を図ります。

４ 計画期間

計画の期間は、2019年度から 2023年度までの５年間とします。

ただし、法改正や国の基本方針の見直し、社会情勢の変化に伴い新たに計画に盛り込むべき

事項が生じた場合は、必要に応じ、見直すこととします。

（*２）「ＳＤＧｓ」：

2015 年９月の国連サミットで、全会一致で採択された「持続可能な開発目標」（Sustainable Development Goals = Ｓ

ＤＧｓ）をいう。‘誰一人取り残さない’を理念とし、先進国を含む国際社会全体の開発目標として、2030 年を期限とす

る包括的な 17 の目標を設定している。17 ある目標のうち５番目が「ジェンダー平等の実現」で、「ジェンダー平等を達成

し、すべての女性及び女児の能力強化を行う」ことを目標に掲げている。

（*２）
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● 女性に対する暴力根絶のために ～紫色（パープル）に込められたもの～ 

 

本来、暴力は、性別や関係性を問わず、決して許されるものではありません。しかし、暴力の被害者の多く

が女性であるということや、社会的に女性の地位が低い現状などを踏まえて、国は、「特に女性に対する暴力に

ついて早急に対応する必要がある」としています（2001年６月５日「男女共同参画推進本部決定」）。 

 

女性に対する暴力根絶のシンボルとして、「パープルリボン」があります。また、女性に対する暴力をなくす

ための様々な取組みに、パープルが使われています。 

毎年 11月 12日から 11月 25日までの２週間は、「女性に対する暴力をなくす運動」期間です。近年、期間中

に、パープルリボンにちなんで、建物を紫色にライトアップする「パープル・ライトアップ」が各地で実施さ

れていますが、これは、女性に対する暴力根絶の願いと、被害を受けた方に対する「ひとりで悩まず、まずは

相談してください。」というメッセージが込められています。 

 

暴力は、ふるわれた本人だけでなく、それを目撃した子どもにも強く影響し、様々な心身の不調として現れ

ます。大人になっても、過去の経験がその人を苦しめることが少なくありません。暴力は、いかなる理由があ

っても絶対に許されません。 

 

     （パープルリボン） （女性に対する暴力をなくす運動） 

             

（画像は内閣府男女共同参画局ＨＰより） 

Ⅰ　計画の基本的な考え方
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Ⅱ 神奈川のＤＶ対策の現状と課題  
１ ＤＶに対する意識の状況 
ＤＶは、家庭内や親しい人間関係など、外部からの発見が困難な場において行われることが

多いため、潜在化しやすく、被害が深刻になりやすいという特性があります。2017年に実施さ

れた内閣府の「男女間における暴力に関する調査」（以下「国の調査」という。）によると、女

性の約３人に１人（31.3％）、男性の約５人に１人（19.9％）が「ＤＶ被害の経験がある」と回

答しており、2014年の同調査と比較するとその割合は増加しています。 

 

グラフ１：配偶者からの被害経験の有無（全国） 

 

●出典：2014年、2017年「男女間における暴力に関する調査」（内閣府） 

 

上記国の調査で、配偶者から被害を受けたことで生活上の変化があったかを聞いたところ、

「自分に自信がなくなった」や、「夜、眠れなくなった」などの回答が多くなっており、ＤＶは

被害者の心身に深刻な影響を及ぼします。 

 

グラフ２：配偶者からの被害による生活上の変化（全国） 

 

●出典：2017年「男女間における暴力に関する調査」（内閣府） 
 

  

19.9 

16.6 

31.3 

23.7 

26.2 

20.3 

78.9 

80.5 

66.9 

72.1 

72.3 

76.1 

1.2 

2.9 

1.8 

4.2 

1.5 

3.6 

0 20 40 60 80 100（％）

全くない 無回答

全体

女性

男性

（2017年）

（2014年）

（2014年）

（2017年）

（2017年）

（2014年）

被害経験がある

19.9 

16.6 

31.3 

23.7 

26.2 

20.3 

78.9 

80.5 

66.9 

72.1 

72.3 

76.1 

1.2 

2.9 

1.8 

4.2 

1.5 

3.6 

0 20 40 60 80 100（％）

全くない被害経験がある 無回答

全体

女性

男性

（2017年）

（2014年）

（2014年）

（2017年）

（2017年）

（2014年）

22.2 

21.8 

16.2 

10.0 

9.4 

0 10 20 30

（％）

生きているのが嫌になった・

死にたくなった

夜、眠れなくなった

自分に自信がなくなった

心身に不調をきたした

別居した

【女性23.0、男性20.6】

【女性26.2、男性13.5】

【女性20.6、男性7.6】

【女性13.1、男性4.0】

【女性11.0、男性6.3 （複数回答、上位５位まで）】

Ⅱ　神奈川のDV対策の現状と課題
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ＤＶの被害者は、多くの場合女性です。2017年に検挙された配偶者間における犯罪のうち、

女性の被害者は９割を超えており、特に傷害と暴行について、女性の被害者が圧倒的に多くな

っています。 

 

グラフ３：配偶者間（内縁を含む）における犯罪（殺人、傷害、暴行）の被害者の男女別割合（検挙件

数）（全国） 

 

●出典：2018年「平成 30年版男女共同参画白書」（内閣府） 

 

ＤＶを受けることは、個人の尊厳を害し、男女平等の妨げとなります。性別によって役割を

固定的に分ける「固定的性別役割分担意識」は、「男は仕事・女は家庭」といった考え方に代表

的に見られますが、そうした根強い意識が、ＤＶに対する理解がなかなか進まない状況や、Ｄ

Ｖを受けても経済的・社会的自立の困難さから暴力を我慢せざるを得ない状況等に影響を与え

ているとも考えられます。ＤＶは県民の意識から変えていくべき身近で重大な問題であり、女

性と男性がお互いを尊重し合う男女共同参画社会実現のため、男女を問わず、ＤＶの根絶に向

けて取り組む必要があります。暴力はいかなる場合も絶対に許されないことについて理解を深

めるための啓発が必要です。 

 

 

  

91.0 

92.5 

91.3 

55.4 

9.0 

7.5 

8.7 

44.6 

0 20 40 60 80 100

総数
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殺人

（％）

男性女性

※警察庁資料より作成

91.0 

92.5 

91.3 

55.4 

9.0
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80 100
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2017年度に実施した県民ニーズ調査（以下「県の意識調査」という。）において、夫婦間の暴

力に該当する10の行為について、暴力として認識しているか聞いたところ、総じて女性より男

性の方が割合が低くなっており、社会的暴力や経済的暴力に対する認識は、身体的暴力等と比

較して割合が低くなっています。一方で、2012年度の同調査で既に約９割に達していた「平手

で打つ」「足でける」「刃物などを突きつけて、おどす」以外の項目は、認識割合が増加してい

ます。ＤＶへの理解をさらに深めるため、引き続き啓発が必要です。 

 

グラフ４：夫婦間での暴力行為における暴力としての認識（神奈川） 

 
●出典：2017年度「県民ニーズ調査」 

 

国の調査においても、夫婦間で暴力と認識される行為について聞いていますが、「暴力にあた

る場合も、そうでない場合もあると思う」や「暴力にあたるとは思わない」と答えた人に対し

て、その理由を聞いたところ、「夫婦喧嘩の範囲だと思うから」が５割以上、「相手の間違いを

正すために必要な場合があると思うから」が４割以上にのぼりました。 

 

グラフ５：暴力にあたらない場合があると思う理由（全国） 

 
●出典：2017年「男女間における暴力に関する調査」（内閣府） 

 
 

53.7 

41.3 

29.2 

23.3 

17.6 

14.4 

12.4 

8.5 

3.0 

0 20 40 60

（％）

夫婦喧嘩の範囲だと思うから

相手の間違いを正すために必要な場合があると思うから

夫婦間ではよくあることだと思うから

暴力を振るわれた側にも非があったと思うから

自分の考えをとおすために必要な場合があると思うから

愛情表現だと思うから

夫婦間では許されると思うから

夫婦なら、相手の行動や交友関係を知るのは

（知られるのは）当たり前だと思うから

一家の大黒柱のすることには従うべきだと思うから
（複数回答）

（「その他」「無回答」 を除く）

[女性53.4／男性54.1]

[女性36.6／男性46.2]

[女性26.1／男性32.5]

[女性23.7／男性22.9]

[女性19.3／男性15.8]

[女性14.1／男性10.7]

[女性3.4／男性2.6]

[女性7.9／男性9.2]

[女性12.6／男性16.3]

暴力にあたる 暴力にあたる場合もそうでない場合もある 暴力にはあたらない　　　わからない　  無回答
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4.8

4.6
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(%)

23.4 ［女性

［女性62.5／男性56.8］

　　　　［女性66.8／男性56.1]

　　　　　　　　［女性68.4／男性60.2］

　　　　　　　　　　［女性66.7／男性65.2］

　　　　　　　　　　　　　　　［女性80.3／男性73.7］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　［女性87.0／男性78.9］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［女性89.5／男性87.9］
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25.0／男性21.8］
交友関係や電話を細かく

監視する 【社会的暴力】

何を言っても長時間

無視し続ける 【精神的暴力】

生活費を渡さない【経済的暴力】

大声でどなる【精神的暴力】

なぐるふりをして、おどす

【精神的暴力】

足でける 【身体的暴力】

平手で打つ 【身体的暴力】

いやがっているのに性的な

行為を強要する【性的暴力】

人格を否定するような

言葉をかける 【精神的暴力】

刃物などを突きつけて、

おどす 【精神的暴力】

53.7 

41.3 

29.2 

23.3 

17.6 

14.4 

12.4 

8.5 

3.0 

0 20 40 60

（％）

（複数回答）

（「その他」「無回答」 を除く）

[女性53.4／男性54.1]

[女性36.6／男性46.2]

[女性26.1／男性32.5]

[女性23.7／男性22.9]

[女性19.3／男性15.8]

[女性14.1／男性10.7]

[女性3.4／男性2.6]

[女性7.9／男性9.2]

[女性12.6／男性16.3]

夫婦喧嘩の範囲だと思うから

相手の間違いを正すために必要な場合があると思うから

夫婦間ではよくあることだと思うから

暴力を振るわれた側にも非があったと思うから

自分の考えをとおすために必要な場合があると思うから

愛情表現だと思うから

夫婦間では許されると思うから

夫婦なら、相手の行動や交友関係を知るのは

（知られるのは）当たり前だと思うから

一家の大黒柱のすることには従うべきだと思うから
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県の意識調査によると、ＤＶ被害者相談窓口があることを知っている人は７割台で、2012年

度の同調査に比べて8.4ポイント増加しており、窓口周知の取組みは着実に進んでいます。一方

で、男性向け相談窓口もあることを知っている人は４割弱、恋人間で起こる暴力をデートＤＶ

ということを知っている人は３割弱にとどまっています。また、デートＤＶという言葉は、

2011・2016年度の同調査においても周知度が４割に満たないなど、ＤＶについての理解は十分

とは言えない状況です。 

 

グラフ６：ＤＶについて知っていたこと（神奈川） 

 

●出典：2017年度「県民ニーズ調査」  
被害者の実数を把握することは非常に困難ですが、国の調査によると、配偶者から暴力を受

けたとき、誰にも相談しなかった人が５割弱いることから、ＤＶに悩みながらも相談に至って

いない潜在的な被害者は未だに多いと考えられます。 

ＤＶに悩む人が、誰でも、早めに相談することができるよう、男性向けも含めた相談窓口の

周知をさらに進めるとともに、ＤＶの発生自体を予防するため、特に若年層など、早い時期か

ら暴力に対する理解を深めるための啓発を行うなど、重点的に取り組む必要があります。 

 

グラフ７：配偶者からの暴力の相談の有無（全国） 

 

 （相談しなかった理由） 

 
●出典：2017年「男女間における暴力に関する調査」（内閣府）   
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26.1 

11.3 
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（％）

ＤＶ被害者相談窓口がある

ＤＶ被害者は加害者から離れて自立生活するための

支援や情報提供を受けることができる

子どもの前でＤＶが行われることは、子どもへの

虐待となる

ＤＶ被害者相談窓口は女性向けだけでなく、

男性向けの相談窓口もある

恋人同士の間で起こる暴力を「デートＤＶ」という

どれも知らなかった

[女性61.6／男性44.2]

[女性54.1／男性44.4]

[女性38.8／男性36.2]

[女性31.3／男性20.8]

[女性9.6／男性12.6]

（複数回答）

（無回答を除く）

69.1

（2012年度）

[女性81.5／男性75.0]

26.9 

57.6 

47.1 

69.5 

38.2 

48.9 

3.6 

4.2 

4.0 
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男性

女性

全体

（％）

相談しなかった 無回答相談した
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ＤＶ被害者相談窓口がある

ＤＶ被害者は加害者から離れて自立生活するための

支援や情報提供を受けることができる

子どもの前でＤＶが行われることは、子どもへの

虐待となる

ＤＶ被害者相談窓口は女性向けだけでなく、

男性向けの相談窓口もある

恋人同士の間で起こる暴力を「デートＤＶ」という

どれも知らなかった

[女性61.6／男性44.2]

[女性54.1／男性44.4]

[女性38.8／男性36.2]

[女性31.3／男性20.8]

[女性9.6／男性12.6]

（複数回答）

（無回答を除く）

[女性81.5／男性75.0]

69.1

（2012年度）

26.9 

57.6 

47.1 

69.5 

38.2 
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58.2 
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別れるつもりがなかったから

自分にも悪いところがあると
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自分さえがまんすれば、なんとか

このままやっていけると思ったから

【女性54.6、男性61.9】

【女性33.7、男性34.8】

【女性25.2、男性19.4】

【女性31.3、男性12.9】

【女性19.6、男性14.2】

【女性22.1、男性9.7】

恥ずかしくてだれにも

言えなかったから

（複数回答、上位６位まで）
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２ 相談の状況 

(1) 県及び市町村の相談件数 

2002 年のＤＶ防止法全面施行以降、県では配偶者暴力相談支援センターを２か所設置し、

電話相談及び面接相談を実施してきましたが、2015 年度に相談窓口の再編を行い、ＤＶ相談

を県立かながわ男女共同参画センターに集約しました。また、2011年度には横浜市、2012年

度には相模原市、2016 年度には川崎市が、それぞれ配偶者暴力相談支援センターを設置しま

した。市町村においてもＤＶに関する相談に対応しています。県及び市町村の相談窓口にお

ける初期対応と、警察の協力による休日夜間の緊急対応をあわせ、相談体制を整えてきまし

た。 

 
グラフ８：県配偶者暴力相談支援センターの相談

件数（神奈川・全国） 

 

 
●出典：県人権男女共同参画課調べ 

 

グラフ９-①：市配偶者暴力相談支援センターの

相談件数（神奈川） 

 グラフ９-②：市及び県保健福祉事務所の相談件

数（神奈川） 

 

 

※ 相模原市の件数は、2016年度からＤＶ相談専用電話及び各区の女

性相談担当課で受け付けた相談件数の合計。（従来はＤＶ相談専用

電話のみの件数） 

●出典：県人権男女共同参画課調べ ●出典：県人権男女共同参画課調べ 

 

 

  

（*３） 

（*３）「配偶者暴力相談支援センター」： 

ＤＶ防止法に基づき、都道府県は、配偶者暴力相談支援センターを設置し、相談や相談機関の紹介、医学的または心理学的

指導、緊急時の安全確保及び一時保護、自立した生活を促進するための情報提供その他の援助、保護命令制度や被害者を居住

させ保護する施設についての情報提供その他の援助を行う。また、市町村も配偶者暴力相談支援センターの設置に努める。 

 

（*４）「県配偶者暴力相談支援センターの相談件数」： 

「県」は、神奈川県配偶者暴力相談支援センターにおける相談件数（被害者本人及び関係者からの相談、交際相手等からの

暴力被害相談を含む）。「全国」は、全国の配偶者暴力相談支援センターにおける相談件数（被害者本人からの相談のみ。交際

相手等からの暴力に関する相談は含まない。）（内閣府調べ) 

（*４） 

こうした相談体制の整備や相談窓口の

周知に伴い、県配偶者暴力相談支援センタ

ーへの相談件数は、2017 年度までの５年

間は５千件前後で推移しています。 

また、市及び町村分を所管する県保健福

祉事務所の女性相談員が受けた相談件数

は増加傾向です。 
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(2) 警察の相談件数 

警察では、ＤＶ防止法に基づき、被害者からの相談を受けるとともに、暴力の制止や被害

者の保護、被害発生防止のために必要な措置・援助を実施しています。県警のＤＶ認知件数

は毎年増加していますが、これは、ＤＶに対する認識が深まったことに加えて、被害者が、

単に相談窓口に相談するだけでなく、警察に被害を訴えるケースが増加していると考えられ、

また、加害者への対応（検挙等）のニーズも高いと考えられます。 
一方で、県警における認知件数のうち、申出により「住所又は居所を知られないようにす

るための措置」などの援助を行った援助件数は、2017年までの５年間で見ると年々減少して

おり、県や市町村、福祉事務所民間団体（ＮＰＯを含む）（以下「民間団体」という。）など、、

様々な関係機関の窓口利用が進んでいるとも考えられます。   
グラフ 10：警察の認知件数（神奈川・全国）  グラフ 11：警察の援助件数（神奈川）   

 

●出典：神奈川県警・警察庁調べ  ●出典：神奈川県警調べ              
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（*５）「警察の認知件数」：   

配偶者からの「身体に対する暴力」または「生命等に対する脅迫」を受けた被害者からの相談等（相談、援助申出、保護要

求、被害届・告訴状の提出、通報等）をいう。  
（*６）「警察における援助」： 

ＤＶ防止法第８条の２において、警察本部長等は、身体に対する暴力を受けた被害者から「配偶者からの暴力による被害を

自ら防止するための援助を受けたい」旨の申出があり、その申出を相当と認めるときは、国家公安委員会規則で定めるところ
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(3) 配偶者暴力相談支援センターにおける相談の内訳 

① 性別・年齢別・主訴別 

県配偶者暴力相談支援センターで受け付けたＤＶ相談は、女性からの相談が９割を超え

ています。年齢別では、40歳代が最も多く、次いで 30歳代、50歳代、60歳以上の順とな

っており、40歳代以上の相談が約６割を占めています。 

また、相談内容を主訴別に見ると、「加害者対応」の相談が約４分の１を占めており、加

害者を生み出さないためのＤＶ未然防止や加害行為の抑止に向けた取組みが必要です。 

 

グラフ 12：相談内訳（性別・年齢別・主訴別）（被害者本人のみ）（神奈川） 

 

 

 

 

 
●出典：県人権男女共同参画課調べ 
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② 暴力の種類別 

県配偶者暴力相談支援センターに寄せられる相談を、暴力の種類別に見てみると、「暴言

を吐く」など、言葉などによる「精神的暴力」が最も多く（46.3％）、次いで「殴る、蹴る」

などの「身体的暴力」、「生活費を渡さない」などの「経済的暴力」、「メールを見たり、電

話をかけさせないなど交友関係を厳しく監視する」などの「社会的暴力」、「性行為を強要

する」などの「性的暴力」の順に多くなっています。これらの暴力は単独で起きることも

ありますが、多くは何種類かの暴力が重なって起こっています。また、ある行為が複数の

種類に該当する場合もあります。 

 

グラフ 13：相談内訳（暴力の種類別）（被害者本人のみ・重複あり）（神奈川） 

 
●出典：県人権男女共同参画課調べ 
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③ 男性ＤＶ相談、交際相手からの暴力（デートＤＶ）相談 

県配偶者暴力相談支援センターでは、女性からの相談だけでなく、男性被害者相談及び

ＤＶに悩む男性相談を実施しています。男性ＤＶ相談が相談全体に占める件数は、増加傾

向にあります。 

 

グラフ 14：男性からのＤＶ相談（神奈川） 

 
●出典：県人権男女共同参画課調べ 

 

県及び市の配偶者暴力相談支援センターでは、デートＤＶの相談に応じており、こちら

も増加傾向にあります。殴る、蹴るなどの「身体的暴力」のほか、異性と会ったり会話を

することを禁じたり、電話やメールのチェックや、交友関係を監視する「社会的暴力」な

ど、相手の気持ちを考えずに支配したり、束縛したりすることも、デートＤＶに含まれま

す。親密な男女間における暴力は、配偶者間だけでなく、恋愛関係にある者の間でも同じ

ように発生しており、交際期間中から暴力があったとする被害者も少なくありません。  
グラフ 15：交際相手からの暴力（デートＤＶ）相談（神奈川） 

 
●出典：県人権男女共同参画課調べ 
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男性ＤＶ相談やデートＤＶ相談が増加傾向にある一方で、国の調査によると、配偶者や

交際相手から暴力を受けた時に被害を相談した人の割合は、女性より男性の方が低くなっ

ています。引き続き、男性が相談しやすい環境づくりや意識啓発が必要です。 

 

グラフ 16：暴力の相談経験の男女差（全国） 

（配偶者からの暴力の相談） 

 

 （交際相手からの暴力の相談） 

 
●出典：2017年「男女間における暴力に関する調査」（内閣府）   26.9 
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④ 外国人等被害者の状況に応じた相談 

県配偶者暴力相談支援センターでは、2006 年度から、母国語が日本語以外の被害者のた

めに多言語による相談を実施しています。相談の言語別内訳は、タイ語が最も多くなって

います。 

外国人の被害者が、言葉や文化などの違いのためにより、相談がしにくい状況におかれ

ることがないよう、窓口の周知等について配慮する必要があります。また、外国人の被害

者と同様、相談がしにくい状況におかれることが多い障がい者や高齢者、性的少数者など、

様々な課題を抱えている被害者が相談しやすい環境を整える必要があります。 

 

グラフ 17：多言語による相談（神奈川） 

 

 

 

●出典：県人権男女共同参画課調べ 
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業務上、配偶者からの暴力によるケガなどを発見したときは、被害者本人の意思を尊重する

よう努めたうえで、配偶者暴力相談支援センターまたは警察官に通報することができると規

定しています。これらの通報制度は、守秘義務に関する法律の規定により妨げられることは

ありません。特に医療機関は、日々の業務の中で被害者を発見しやすいことから、早期発見

の役割が期待されています。 

ＤＶ防止法は、医療関係者は被害者に対して、配偶者暴力相談支援センター等についての

情報提供をするよう努めなければならないとも定めており、県と医療機関が連携して被害者
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らうため、ＤＶ対応の手引き等を作成・配布するなど、取組みを進めています。 
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３ 一時保護・保護命令の状況

(1) 神奈川県の一時保護件数

被害者の生命を守り、安全を確保することは、何よりも優先すべきことです。

県では、加害者によるさらなる暴力や追及の可能性が高い場合、ＤＶ防止法に基づき、一

時保護を行っています。市町村・福祉事務所も被害者の相談の初期段階から関わり、警察と

も連携・協力しながら、一時保護に対応しています。また、民間団体等に委託した一時保護

も実施しています。

神奈川県の一時保護件数は、全国と同様、減少傾向にあります。原因としては、ＤＶに対

する意識の高まりにつれ、早い段階で相談につながり、自立や避難の方法等の問題解決に結

びついたことで、一時保護に至らずに済んでいる場合もあると考えられますが、被害者と支

援者の安全を最優先するために必要な、情報機器の利用制限や外出の制限などの保護に際し

てのルールを被害者が望まないため、一時保護施設の利用を躊躇する場合もあると考えられ

ます。こうした全国的な課題に対して、国でも検討が進められており、その検討会等の動向

などを注視しつつ、県として対応を考えていくことが求められています。

2017年度までの５年間の一時保護件数を年齢別で見ると、30歳代が最も多く３割から４割

を占め、40歳代は約２割から２割台後半、20歳代は２割から２割半ばで、この３つの年代が

概ね８割以上を占めています。一方、60 歳以上は 2016 年度・2017 年度の２年間は全体の１

割前後ですが、2013 年度からの５年間では増加傾向にあります。障がい者等、配慮が必要な

被害者も多く、多様性に対応していく必要があります。

また、母子・単身別で見ると、母子で一時保護される被害者が全体の７割を超えており、

年代は30歳代が最も多く、約半数を占めています。同伴児童・同伴者の状況は、幼児と小学

生が約４分の３を占めており、被害者本人だけでなく、同伴児童へのケアも重要な課題です。

（*８）同伴児童・同伴者：

20歳未満を「同伴児童」、20歳以上を「同伴者」として整理している。

（*８）
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グラフ 18：一時保護内訳 

18-①：年齢別（神奈川・全国） 

 

※全国数値の直近値は 2016年度数値 

（2018年 9月 28日付内閣府調べ） 

   

18-②：母子・単身別（神奈川） 

 

 

18-③：同伴児童・同伴者を伴う 

被害者の年代（神奈川） 

 

18-④：同伴児童・同伴者の状況 

（神奈川） 

 

●出典：県人権男女共同参画課調べ 

 

(2) 外国人等被害者の状況に応じた一時保護 

一時保護件数を国籍別に見ると、日本国籍以外の件数は全体の約１割を占めています。ま

た、2017年度までの５年間ではフィリピン国籍の被害者が約半数を占めています。 

母国語による支援が必要なことが多い外国人をはじめ、障がい者や高齢者、性的少数者な

ど、様々な立場や状況におかれている被害者の意思を十分に理解し、必要な配慮を行いつつ、

被害者が安心して生活できる環境や、一人ひとりの心身の状況に応じたケアやサポートをす

ることが求められています。 

 

グラフ 19：一時保護内訳（国籍別）（神奈川） 
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(3) 保護命令制度 

裁判所は、配偶者からの身体に対する暴力を受けている被害者が、さらなる身体に対する

暴力によりその生命または身体に重大な危害を受ける恐れが大きいとき、または、生命など

に対する脅迫を受けた被害者が、身体に対する暴力によりその生命または身体に重大な危害

を受ける恐れが大きいときは、被害者からの申立てにより、配偶者に対し、接近禁止などの

保護命令を出します。2017年の横浜地方裁判所管内における保護命令発令件数は 50件で、全

国は 1,826件でした。 

 
グラフ 20：保護命令発令件数（横浜地裁・全国） 

 

●出典：横浜地方裁判所調べ、「平成 30年版男女共同参画白書」（内閣府） 
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を禁止する。（期間は６か月） 
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４ 自立支援の状況 

(1) 自立に向けて必要な支援 

ＤＶ被害を受けたとき、相手と別れることをためらう被害者は少なくありません。国の調

査によると、配偶者から何らかの被害を受けたとき、「相手と別れたい（別れよう）と思っ

たが、別れなかった」という人は 36．6％で、男性より女性の方が割合が高くなっています（女

性 44.5％、男性 21.5％）。別れなかった理由としては、「子供がいる（妊娠した）から、子

供のことを考えたから」が 65.5％で最も多く、次いで「経済的な不安があったから」が 42.4％

でした。そのうち、子どもが原因で別れなかった主な理由として最も多かったのは、「子供

をひとり親にしたくなかったから」で 56.4％でした。被害者の自立に当たっては、住居や就

労、経済面など、生活基盤を支えるための支援に加えて、被害者の心の回復など、安定した

生活に向けた支援が必要です。また、子どもを同伴している場合、母子ともに心のケアや、

子どもの就学や保育に関する支援など、多岐にわたる支援が必要です。 

 

グラフ 21-①：配偶者から被害を受けたときの行動（全国） 

 
 

21-②：（※21-①で「別れたい（別れよう）と思ったが、別れなかっ

た」と答えた人が対象） 
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●出典：2017年「男女間における暴力に関する調査」（内閣府） 
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(2) 面前ＤＶや児童虐待の影響 

「児童虐待の防止等に関する法律」において、子どもが同居する家庭における配偶者に対

する暴力（以下、「面前ＤＶ」という。）は、児童虐待（「心理的虐待」）に当たるとされてい

ます。神奈川県所管の児童相談所で受け付けた虐待相談受付件数は年々増加していますが、

そのうち、面前ＤＶを含む「心理的虐待」は、2017年度には全体の５割を超えています。 

 

グラフ 22：児童相談所虐待相談受付件数（神奈川（政令市・児童相談所設置市を除く）） 

 
 

●出典：県子ども家庭課調べ 

 

国の調査によると、被害者の約９割が「子どもがいる」と答えており、面前ＤＶが起こる

危険性が高いことが懸念されます。また、子どもが配偶者から被害を受けたことがあると答

えた人は約２割で、その被害内容は「心理的虐待」が最も多く５割を超えています。ＤＶを

受けた被害者が、けが等の身体的な影響だけでなく、精神的な影響を受けることがあります

が、面前ＤＶを目撃した子どもにも、様々な心身の症状が表れることがあります。子どもを

守るためには、社会全体がＤＶが与える影響について理解することが大切です。 

このように、被害者が同伴している子どもも虐待を受けている場合があり、被害者と子ど

もの両方に対して、心身のケアをはじめとする生活上の支援のほか、子どもが一時保護中に

学習を受ける機会を確保することも重要です。 

 

グラフ 23：被害者の子どもの被害経験（全国） 
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●出典：2017年「男女間における暴力に関する調査」（内閣府） 
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(3) 様々な支援の内容 

県と市町村、民間団体等は、相互に連携し、生活保護や各種制度を活用しながら、被害者

の支援を行っています。また、一時保護の期間中にその後の行く先が決まらない場合も、引

き続き一時保護施設や女性保護施設において、関係機関が連携しながら支援を行っています。 

神奈川県で一時保護された被害者の一時保護後の退所先としては、「保護施設」で引き続き

自立に向けた支援を受けているケースが最も多く（約 65％）、次いで「帰宅」（約 12％）、「親

族・知人宅」（11％）の順となっています。また、配偶者暴力相談支援センターでは、児童手

当の受給者変更などの手続きを進めるため、証明書等の発行事務を行っています。 

精神面の課題を抱えている場合や、子どもを同伴しているなど、自立に当たって困難な状

況にある被害者に対して、よりきめ細かな支援を行っていく必要があります。また、一時保

護施設を退所して地域で生活する被害者も、不安感や心のゆれなど様々な課題を抱えながら

くらしており、被害者と子どもへの心身面のサポートや自助グループの立ち上げ支援など、

地域で安定した生活を送れるようなしくみづくりが必要です。 

 

グラフ 24：一時保護後の退所先（神奈川）  グラフ 25：県配偶者暴力相談支援センターにお

ける証明書等の発行内訳（神奈川） 

 

 

 

●出典：県人権男女共同参画課調べ  ●出典：県人権男女共同参画課調べ 
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５ 関係機関等との連携の状況 

(1) 各機関との連携、人材育成等 

① 市町村との連携 
ＤＶ防止法により、都道府県には基本計画の策定と配偶者暴力相談支援センターの設置

が義務付けられ、市町村においては努力義務とされています。最も身近な相談機関として、

市町村が果たす役割は大きくなってきており、相談窓口の充実や基本計画の策定、推進体

制の充実などが求められています。また、県は、市町村の積極的な取組みを支援します。  
グラフ 26：市町村ＤＶ防止・被害者支援基本計

画の策定数（神奈川） 

 グラフ 27：県保健福祉事務所及び市の女性相談

員の配置数（神奈川）   

 

●出典：県人権男女共同参画課調べ  ●出典：県人権男女共同参画課調べ  
② 民間団体との連携 

県では、ＤＶ防止法が制定される以前から、民間団体との連携により被害者支援を行っ

てきた経緯があり、現在も、ＤＶ防止法に基づく一時保護の一部を民間団体に委託して実

施するとともに、民間団体と県、市町村の三者が協働して一時保護事業を実施しています。

また、多言語による被害者相談や若年者向けの啓発事業などに連携して取り組んでいます。 
今後も、民間団体の持つ専門性や先進性、きめ細かで柔軟な対応力を重視しながら、連

携・協働しＤＶ防止や被害者支援を充実していくことが求められています。  
③ 関係機関等との連携 

ＤＶ防止と被害者支援の施策を推進していくため、弁護士会、医師会、法テラス、民間

団体、法務局のほか、市町村及び県関係部署の代表で構成する「神奈川県ＤＶ対策推進会

議」を設置し、関係機関・関係団体の連携を図るとともに、各地域で市町村、警察、児童

相談所等の関係機関で構成する情報交換のための会議を開催し、地域における連携の強化

に努めています。引き続き県と市町村や民間団体、企業が相互に連携しながら施策を進め

るとともに、都道府県にまたがる広域的なネットワークや、市町村を単位とする身近な地

域でのネットワークの充実が求められています。 
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④ 人材育成・資質向上等 
各自治体で被害者等の相談や支援にあたる女性相談員には、専門的な知識やスキルが求

められる一方、少人数で支援に対応している自治体も少なくありません。被害者は、精神

的な課題など、多様で複合的な課題を抱えているケースが多く、安心して相談や支援を受

ける環境を整備するため、県は、女性相談員や行政職員、民間団体スタッフ等に対して研

修を実施するほか、県配偶者暴力相談支援センターによる関係機関への専門的助言を実施

するなど、人材を育成し、その資質向上に取り組んでいます。 
また、相談や一時保護、自立支援に関わる関係機関は、ＤＶの特性等を十分に理解し、

被害者にさらなる被害（二次的被害）が生じることのないよう、被害者の状況に十分に配

慮した慎重な対応が望まれます。多様化する被害者への適切な対応をしつつ、二次的被害

が生じることのないよう、引き続き県及び市町村間における情報提供・共有を行いながら、

資質向上のため、県と市町村、民間団体等が連携することが求められています。   
(2) 調査研究、提案・苦情への対応 

ＤＶ防止に向けた取組みの充実や、より適切な被害者支援を行うためには、ＤＶに悩みな

がらも相談に至っていない潜在的な被害者や、精神的な課題など多様で複合的な課題を抱え

ている被害者の実態や必要としている支援について、調査・分析するとともに、国の動向を

注視し情報収集に努めながら、必要に応じて国へ要望するなど、調査研究の結果を施策に効

果的に反映させていくことが重要です。 
県配偶者暴力相談支援センターをはじめ各関係機関では、県民等からの提案や、被害者か

らの苦情に個別に対応しており、ＤＶ防止や被害者支援の取組みの向上の観点から、申し出

られた苦情について、誠実に受け止め、適切かつ迅速に処理する等の対応が求められていま

す。        
（*11） 

（*11）二次的被害：   関係機関の不適切な対応によって被害者へさらなる被害を与えること。 
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Ⅲ 計画の内容  
１ 基本認識 
(1) ＤＶは、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であり、男女共同参画社会を形成してい

くうえで克服すべき重要な課題です。 

(2) ＤＶを防止するとともに、相談や被害者の保護から自立の支援まで、被害者の立場に立っ

た切れ目のない支援を行うことは、国及び県・市町村の責務です。 

(3) ＤＶは、子どもに対しても深刻な影響を及ぼす重大な問題であり、子どもの心身の安定の

確保や教育を受ける権利への配慮と一体となった被害者への支援が必要です。 

(4) ＤＶへの対策を推進するためには、国及び県・市町村の関係機関、民間団体などが幅広く

協働・連携しながらそれぞれの役割を担っていくことが不可欠です。 

 

２ 重点目標と特に重点的に取り組むポイント 
現状の課題を踏まえて、次の５つの重点目標を定め、各施策に取り組みます。 

 
 

重点目標Ⅰ 暴力の未然防止 

重点目標Ⅱ 安心して相談できる体制の整備 

重点目標Ⅲ 安全が守られる保護体制の整備 

重点目標Ⅳ 自立支援の促進 

重点目標Ⅴ 市町村、民間団体及び関係機関との連携等  
 

重点目標を達成するために取り組む各施策のうち、次の４つのポイントは、特に重点的に取

り組むべきとの考え方から、2014 年に改定したプランの取組みを更に進め、施策を充実・強化

します。 

  
 

ポイント１ 【ＤＶ防止】ＤＶ発生未然防止のための予防対策の強化 

ポイント２ 【ＤＶ防止】相談実例に基づくＤＶ防止啓発冊子の作成等による啓発の強化 

ポイント３ 【被害者支援】相談・支援に対応する職員に向けた研修体制の強化 

ポイント４ 【被害者支援】被害者支援に取り組む民間団体に対する支援の強化   重点目標 
特に重点的に取り組むポイント 

Ⅲ　計画の内容
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３ 施策の体系 

重点目標 施策の方向 主要施策

Ⅰ 暴力の未然防止

Ⅱ 安心して相談できる体制の整備

１ 暴力防止に向けた

取組みの強化

３ 一時保護と安全確保

① 未然防止に向けた

意識啓発

① 県配偶者暴力相談支援

センターの機能の充実

③ 加害行為の抑止

② 相談者の安全確保と配慮

③ 適正な情報の管理

① 一時保護の実施

③ 被害者の安全の確保と

配慮

④ 相談窓口の利用促進

② 一時保護利用者への支援

施策の内容

(1) 学校における人権教育の推進

(2) 交際相手からの暴力（デートＤＶ）に

関する啓発

(3) ＤＶ予防のベースにある気づきや

コミュニケーション能力強化の促進

(4) 県民への啓発活動の充実強化

(1) 被害者の状況に応じた相談の実施

(2) 被害者支援のための情報収集・提供等

(3) 職務関係者に向けた情報収集・提供

(4) 休日夜間緊急体制の確保
(5) 男性相談の実施

(1) 加害者からの相談への対応

(2) 加害者暴力の抑制や更生に向けた
取組みの推進

(1) 相談窓口における安全の確保と秘密の

保持

(2) 外国人、障がい者、高齢者、性的少数者

の方への配慮

(1) 適正な情報の管理

(1) 県民への周知及び利用促進
(2) 医療関係者等との連携による周知及び

利用促進

(3) 地域で活動する民生委員・児童委員

への相談窓口の周知及び利用促進

(1) 一時保護体制の確保

(2) 多様なケースに対応した一時保護の

実施

(3) 県、市町村、民間団体の協働による
一時保護事業

(1) 被害者への支援

(2) 同伴児童への支援

(1) 通報への対応

(2) 警察における暴力の制止及び

被害者の保護

(3) 警察への相談及び援助の申出に

対する支援

(4) 一時保護における安全の確保
(5) 保護命令に係る安全の確保

(6) 外国人、障がい者、高齢者、性的少数者
の方への配慮

２ 相談体制の充実

Ⅲ 安全が守られる保護体制の整備

④ 適正な情報の管理 (1) 適正な情報の管理

② 早期発見に向けた

連携 (1) 医療機関等との連携

⑤ 通報制度の周知 (1) 医療関係者等への通報制度の周知

Ⅲ　計画の内容
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重点目標 施策の方向 主要施策

Ⅴ 市町村、民間団体及び

関係機関との連携等

４ 自立した生活に向けた

切れ目のない支援

５ 地域における相談と

自立支援の体制の充実

７ 関係機関等との連携

及び人材育成

① 生活基盤を整えるための

支援

② 安定した生活に向けた

支援

③ 女性保護施設における

支援

① 市町村における計画的

な取組み

② 市町村における相談

窓口の充実

① 関係機関等との相互の

連携

② 支援者の育成と

資質向上等

① ＤＶ防止・被害者支援

を行う民間団体との

連携、支援

① 調査研究

施策の内容

(1) 住まいの確保

(2) 就労の支援

(3) 経済的な支援

(4) 各種制度の周知と活用への支援

(1) 中長期支援施設の運営に対する支援

(2) 精神的なケアの充実

(3) 被害者と同居する子どもに関する

支援

(4) 地域における支援

(5) 外国人、障がい者、高齢者、性的少数者
の方への配慮

(1) 女性保護施設における支援

(1) 市町村基本計画の策定

(2) 市町村における施策推進体制の充実

(1) 市町村配偶者暴力相談支援センター

の設置

(2) 市町村における身近な相談窓口の

充実

(3) 市町村における自立支援の実施

(1) 民間団体との意見交換

(2) 民間団体と連携した啓発等

(3) 被害者相談における連携

(4) 中長期支援施設の運営に対する支援

(5) 県、市町村、民間団体の協働に
よる一時保護事業

(6) 被害者支援を行う民間団体への支援

(1) ネットワークの充実

(2) 広域における連携

(1) 職務関係者への研修等の充実

(2) 支援者への支援

(1) ＤＶ防止及び被害者支援のための

調査研究

(2) 国への要望

Ⅳ 自立支援の促進

６ 民間団体との連携、

支援

② 提案・苦情への対応

８ 課題解決に向けた

調査研究と提案・苦情

への対応 (1) 関係機関における提案・苦情への

適切な対応

(1) 地域における関係機関ネットワークの

充実

(2) 県による広域連携支援

③ 地域の状況に応じた

県と市町村等の連携

Ⅲ　計画の内容
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４ 具体的な施策内容

ＤＶは、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害です。いかなる場合であっても暴力は絶対

に許されないことや、お互いを大切にし合う人権尊重の意識を早い時期から醸成するとともに、

被害者を生み出さないためのＤＶ予防対策に取り組むことにより、暴力を未然防止することを

めざします。

施策の方向１ 暴力防止に向けた取組みの強化

ＤＶは、家庭内や親しい人間関係において行われるため、外部からはその発見が困難な場合が

多く、潜在化しやすい傾向にあります。また、被害者だけでなく、同居する子どもの心身面にも

深刻な影響を及ぼす恐れがあります。

暴力を未然に防止するため、若年層への意識啓発など、暴力は決して許されないことについて

理解を深めるための啓発活動を行うとともに、ＤＶの発生自体を予防するための対策に取り組み

ます。

また、被害者の早期発見に向け、医療機関等との連携を強化するため、相談窓口や通報制度の

周知に取り組むほか、被害者を生み出さないため加害行為の抑止に取り組みます。

■主要施策

① 未然防止に向けた意識啓発

施策の内容 事業概要

(1)学校における人権

教育の推進

・学校等において、暴力はどんな場合でも人権侵害であるということにつ

いての教育を推進します。 （県・市町村）

(2)交際相手からの暴

力（デートＤＶ）に

関する啓発

・かながわ男女共同参画センター等は、中学生・高校生向けの交際相手か

らの暴力（デートＤＶ）に関する啓発資料を配布するほか、メディアリ

テラシー講座等と合わせてデートＤＶ防止啓発講座を実施するなど、若

年者向け事業を強化するとともに、相談窓口を周知します。 （県）

・県立高校において、教職員に向けて、交際相手からの暴力（デートＤＶ）

を含む人権研修を実施します。 （県）

(3)ＤＶ予防のベース

にある気づきやコ

ミュニケーション

能力強化の促進

・かながわ男女共同参画センターは、ＤＶの発生しない幸せな家庭を築く

ために必要な、向き合うべき課題への気づきやコミュニケーション能力

の身につけ方に関する啓発冊子の発行やトレーニング・セミナーなどを

進めます。 （県）

重点目標Ⅰ 暴力の未然防止

Ⅲ　計画の内容
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(4)県民への啓発活動

の充実強化

・人権男女共同参画課等は、認知度が低い「精神的暴力」等への理解のた

め、相談実例を収集・分析した結果を活用した啓発冊子を作成し、県内

大学等へ配布するほか、ＤＶ防止啓発冊子や窓口案内カードの作成・配

布、多言語ＤＶ相談窓口案内リーフレット等の作成・配布などにより、

県民への暴力防止啓発活動の充実に努めます。なお、インターネットの

活用など、より多くの県民に情報が届くための効果的な方法により周

知・啓発します。 （県・市町村）

・かながわ男女共同参画センターは、女性向けＤＶ気づき講座や男性向け

ＤＶ防止啓発講座など、ＤＶの定義や暴力の形態、心やからだへの影響

などに関する講座等を開催し、ＤＶについて広く県民に周知するなど、

啓発活動の充実に努めます。 （県・市町村）

・かながわ男女共同参画センター等は、ＤＶが子どもに及ぼす影響（面前

ＤＶ）についての理解を深めるための啓発を行います。 （県）

② 早期発見に向けた連携

施策の内容 事業概要

(1)医療機関等との連

携

・医療機関等と連携し、暴力被害の早期発見に努めます。 （県・市町村）

・医療関係者向けＤＶ対応の手引きを作成するなど、医療関係者等に対し、

被害者への相談窓口等の情報提供を図ります。【再掲】 （県）

③ 加害行為の抑止

施策の内容 事業概要

(1)加害者からの相談

への対応

・ＤＶに悩む男性のための相談を実施します。【再掲】 （県）

(2)加害者暴力の抑制

や更生に向けた取

組みの推進

・警察は、加害者に対して指導警告を行う際には、加害行為をしているこ

との自覚を促すなど、事態の沈静化を図るよう努めます。（県警察本部）

・加害者更生に関する国の調査研究の動向を把握し、その充実及び必要な

法整備について、国へ要望するとともに、他の地方公共団体及び民間団

体における取組状況等を把握するよう努めます。【再掲】 （県）

（*12）

（*12）【再掲】：

１つの事業を複数の柱に位置付ける場合に、最も関係が深い施策の内容への位置付け（本掲）に対して、他の施策の内

容への位置付けを【再掲】と表記（以下同じ）。

Ⅲ　計画の内容
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県配偶者暴力相談支援センターをはじめとした相談機能を充実するとともに、県民や医療関

係者、地域で活躍する民生委員・児童委員等に対して、相談窓口の利用促進に向けた周知や、

通報制度の周知について取り組むことにより、被害者がいつでも、早期に、安心して相談でき

る体制整備をめざします。

施策の方向２ 相談体制の充実

ＤＶに悩む被害者が相談しやすい環境を整えるため、被害者の状況に応じた様々な相談に対応

できるよう、県の配偶者暴力相談支援センターにおける相談機能の充実に努めます。

また、相談者及び相談を受ける職員等の安全とプライバシーを確保し、適切な情報管理を行う

とともに、外国人や高齢者など、相談しにくさやＤＶの潜在化などの課題を抱えている相談者に

対して適切な配慮を行います。

さらに、ＤＶに悩みながらも相談をためらう潜在的な被害者が相談しやすい環境づくりを進め

るため、相談窓口の周知・利用促進などに努めるほか、ＳＮＳを活用した相談など、若年者が利

用しやすい相談環境について検討するなど、相談体制の充実をめざします。

■主要施策

① 県配偶者暴力相談支援センターの機能の充実

施策の内容 事業概要

(1)被害者の状況に応

じた相談の実施

・被害者支援のための相談を実施します。 （県）

・法律相談、心理相談、精神保健相談などの専門相談を実施します。（県）

・民間団体と連携した多言語による被害者相談を実施します。

(県・民間団体)

・被害者への相談・支援に対応する職員の資質向上のため、被害者の状況

に応じたきめ細かな対応を実施するための体制を強化します。【再掲】

（県）

(2)被害者支援のため

の情報収集・提供等

・被害者の支援に必要な情報を収集し、被害者や市町村・福祉事務所、民

間団体等に提供します。 （県）

・被害者支援に関して、ホームページ等により情報提供を行います。

（県）

・保護命令の申立てに関する助言や、書面の作成を行います。 （県）

(3)職務関係者に向け

た情報収集・提供

・ＤＶに関する情報を収集し、市町村・福祉事務所、民間団体等へ提供し

ます。 （県）

重点目標Ⅱ 安心して相談できる体制の整備

Ⅲ　計画の内容
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(4)休日夜間緊急体制

の確保

・休日夜間等、時間外の緊急相談の体制を確保し、警察等との緊密な連携・

協力のもとに、被害者の緊急相談に対応します。

（県・県警察本部・民間団体）

・民間団体と連携し、休日夜間等、時間外における被害者相談を実施しま

す。 （県・民間団体）

(5)男性相談の実施 ・男性被害者相談を実施します。 （県）

・ＤＶに悩む男性のための相談を実施します。 （県）

② 相談者の安全確保と配慮

施策の内容 事業概要

(1)相談窓口における

安全の確保と秘密

の保持

・相談窓口における、相談者の安全とプライバシーの確保に努め、相談者

が安心して相談ができる環境を整備します。（県・県警察本部・市町村）

(2)外国人、障がい者、

高齢者、性的少数者

の方への配慮

・言葉や文化の違いにより孤立しやすく在留資格など複雑な課題を抱え

ていることがある外国人の被害者や、ＤＶがより潜在化しやすい傾向に

ある障がい者や高齢者、性的少数者の方等に対して、本人の意向や障が

い等を確認しながら、適切な対応をするよう配慮します。【再掲】 (県)

③ 適正な情報の管理

施策の内容 事業概要

(1)適正な情報の管理 ・相談者の情報流出を防止する体制を確立し、相談者及び職員や民間団体

スタッフ等の安全を確保するため、関係部署も含めた適正な情報の管理

に努めます。 （県・県警察本部・市町村・民間団体）

④ 相談窓口の利用促進

施策の内容 事業概要

(1)県民への周知及び

利用促進

・県の被害者相談窓口案内カード、ＤＶ相談窓口案内・多言語・学生向け

デートＤＶ等の各種リーフレットなど、情報提供資料等の配置場所の拡

大やインターネット等の活用により、相談窓口のより一層の周知に努め

ます。 （県・市町村）

・ＳＮＳを活用した相談など、若年者が利用しやすい相談環境について検

討を行います。 （県）

(2)医療関係者等との

連携による周知及

び利用促進

・医療関係者向けＤＶ対応の手引きを作成するなど、医療関係者等に対し、

被害者への相談窓口等の情報提供を図ります。 （県）

(3)地域で活動する民

生委員・児童委員へ

の相談窓口の周知

及び利用促進

・地域で活動する民生委員・児童委員へ相談窓口を周知し、相談に繋がる

ように努めます。 （県・市町村）

⑤ 通報制度の周知

施策の内容 事業概要

(1)医療関係者等への

通報制度の周知

・医療関係者等に対し、通報制度の周知を図ります。 （県）

Ⅲ　計画の内容
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被害者の保護を行ううえで、被害者の安全確保が何よりも重要です。緊急の場合に、迅速か

つ適切に避難し、安全が確保され、必要な支援を受けることができるための一時保護体制の整

備をめざします。

施策の方向３ 一時保護と安全確保

被害者の安全を確保し、一時保護を行うことは、ＤＶ防止法により都道府県の責務とされてい

ます。一時保護を受けようとする被害者が、緊張や不安が緩和され、安心して援助を受けること

ができるという気持ちが持てるように、きめ細かな相談対応を行い、被害者が迅速かつ適切に避

難でき、状況に応じた適切な支援を受けられるよう、市町村や警察、民間団体等の関係機関と連

携しながら、一時保護体制の充実を図るとともに、同伴児童への支援を行います。あわせて、被

害者の安全を確保するため、保護命令など各種制度の活用や適正な情報の管理に努めます。

■主要施策

① 一時保護の実施

施策の内容 事業概要

(1)一時保護体制の確

保

・市町村や民間団体と連携し、一時保護が必要な被害者に対して、本人の

意思を尊重し、迅速かつ適切な一時保護を実施します。

（県・市町村・民間団体）

・警察との緊密な連携・協力のもとに、休日夜間における被害者の一時保

護に対応します。 （県・県警察本部）

・休日夜間の受入れ体制など、被害者を適切に一時保護する体制を確保し

ます。 （県）

(2)多様なケースに対

応した一時保護の

実施

・子どもを同伴する被害者や母国語による支援が必要な外国人の被害者

等、被害者の状況に応じた一時保護を実施します。

（県・市町村・民間団体）

・障がいのある被害者や高齢者等、様々な配慮を必要とする被害者に対し、

適切な施設の活用に努めます。 （県・市町村・民間団体）

(3)県、市町村、民間団

体の協働による一

時保護事業

・県、市町村、民間団体による三者協働一時保護の充実に努めます。

（県・市町村・民間団体）

重点目標Ⅲ 安全が守られる保護体制の整備

Ⅲ　計画の内容
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② 一時保護利用者への支援

施策の内容 事業概要

(1)被害者への支援 ・

す。 （県）

・ （県・民間団体）

・

を行います。 （県・民間団体）

・

看護師や心理判定員を配置し、被害者の健康面や心理面のケアを行いま

保育士による日中保育や預かり保育を実施します。

民間団体との連携や、県の通訳派遣事業を活用し、外国人被害者の支援

被害者の個々の状況に応じ、県、市町村、民間団体の連携によるケース

カンファレンスを行い、支援方針を決めます。

（県・市町村・民間団体）

(2)同伴児童への支援 ・ （県）

・ （県）

・

況に応じ、児童相談所等との連携によるケースカンファレンスを実施す

るなど、同伴児童への支援の充実を図ります。 （県・市町村）

・

教育指導員を配置し、より適切な学習の機会を提供します。

心理判定員を配置し、同伴児童の心理的ケアの充実を図ります。

ＤＶと児童虐待が密接な関係にあることを踏まえ、同伴児童の個々の状

一時保護施設内にプレイルームや学習室などを設置し、同伴児童が利用

しやすい環境の整備に努めます。 （県）

③ 被害者の安全の確保と配慮

施策の内容 事業概要

(1)通報への対応 ・

の提供を依頼するとともに、被害者からの相談に対応し、緊急性が高い

場合は、警察と連携して、被害者の安全の確保に努めます。

（県・県警察本部・市町村）

・

通報があった場合は、通報者に被害者の意思の確認や、相談窓口の情報

通報の内容から児童虐待、高齢者虐待又は障がい者虐待が疑われる場合

には、児童虐待防止法、高齢者虐待防止法又は障害者虐待防止法に基づ

き市町村に通報を行うとともに、市町村と連携して被害者の支援を行い

ます。 （県・県警察本部・市町村）

(2)警察における暴力

の制止及び被害者

の保護

・

にあたるとともに、応急の救護を要すると認められるときは被害者を保

護します。 （県警察本部）

・

警察は、通報等により暴力が行われていると認めるときは、暴力の制止

警察は、被害者の状況に応じ、加害者を検挙するほか、加害者への指導

警告を行うなど暴力による被害の発生を防止するための措置を講じま

す。 （県警察本部）

(3)警察への相談及び

援助の申出に対す

る支援

・警察は、被害者の負担を軽減し、かつ、二次的被害が生じることのない

よう配慮するとともに、被害防止を念頭に置いた適切な措置を講じま

す。 （県警察本部）

・警察は、身体に対する暴力を受けている被害者から、被害を自ら防止す

るための援助を受けたい旨の申出があり、その申出を相当と認めるとき

は、国家公安委員会規則で定める必要な援助を行います。

（県警察本部）

(4)一時保護における

安全の確保

・

ます。 （県・市町村）

・

護に対応します。【再掲】 （県・県警察本部）

・

被害者の安全のため、相談窓口等から一時保護施設まで被害者に同行し

警察との緊密な連携・協力のもとに、休日夜間における被害者の一時保

被害者の安全を最優先に置きつつ、一時保護の間、被害者の利便を必要

以上に制限することがないような環境づくりについて、国の調査研究及

び検討会の動向などを注視しながら検討します。 （県）

Ⅲ　計画の内容
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(5)保護命令に係る安

全の確保

・

てを希望する場合には、関係機関と連携を図りながら、安全の確保に関

する助言等を行います。 （県・県警察本部・市町村）

・

に被害者と連絡を取り、緊急時の迅速な通報の教示等防犯指導を実施

し、必要に応じて住居等の付近を警戒するなどの対策を講じます。

（県警察本部）

・

護命令が確実に遵守されるよう指導警告等を行います。 （県警察本部）

・

被害者に対し、保護命令制度について説明し、被害者が保護命令の申立

警察は、裁判所から保護命令を発した旨の通知を受けたときは、速やか

警察は、加害者に対して保護命令違反が罪に当たることを認識させ、保

配偶者暴力相談支援センターは、裁判所から保護命令の発令通知を受け

た時は、被害者に本人及び子どもや親族等の安全の確保に関する助言を

行います。 （県・県警察本部・市町村）

(6)外国人、障がい者、

高齢者、性的少数者

の方への配慮

・

いることがある外国人の被害者や、ＤＶがより潜在化しやすい傾向にあ

る障がい者や高齢者、性的少数者の方等に対して、本人の意向や障がい

等を確認しながら、適切な対応をするよう配慮します。 （県）

・

を行います。【再掲】 （県・民間団体）

・

には、児童虐待防止法、高齢者虐待防止法又は障害者虐待防止法に基づ

き市町村に通報を行うとともに、市町村と連携して被害者の支援を行い

ます。【再掲】 （県・県警察本部・市町村）

・

言葉や文化の違いにより孤立しやすく在留資格など複雑な課題を抱えて

民間団体との連携や、県の通訳派遣事業を活用し、外国人被害者の支援

通報の内容から児童虐待、高齢者虐待又は障がい者虐待が疑われる場合

子どもを同伴する被害者や母国語による支援が必要な被害者等、被害者

の状況に応じた一時保護を実施します。【再掲】

（県・市町村・民間団体）

・障がいのある被害者や高齢者等、様々な配慮を必要とする被害者に対し、

適切な施設の活用に努めます。【再掲】 （県・市町村・民間団体）

④ 適正な情報の管理

施策の内容 事業概要

(1)適正な情報の管理 ・被害者の一時保護における安全とプライバシーを確保するため、適正な

情報の管理に努めます。 （県・県警察本部・市町村・民間団体）

・職員や民間団体スタッフ等の安全を確保するため、関係部署も含めた適

正な情報の管理に努めます。 （県・県警察本部・市町村・民間団体）

Ⅲ　計画の内容
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関係機関や民間団体が相互に連携しながら、被害者の立場に立った切れ目のない支援に取り

組むことにより、一人ひとり異なった状況におかれている被害者が、様々な課題を解決しなが

ら自立した生活に向けて踏み出すことができる社会をめざします。 

 

 

施策の方向４  自立した生活に向けた切れ目のない支援 
被害者が一時保護から自立をしていく過程には、精神的、経済的な問題をはじめ、住まいの確

保、就労、子どものケアや就学など、解決すべき様々な課題があります。住まいの確保や就労の

支援など、生活基盤を整えるための支援だけでなく、精神的なケアや被害者と同居する子どもへ

の支援などにより、安定した生活を送ることができるように、一人ひとりの状況に応じたきめ細

かな支援を行います。 

また、一時保護施設退所後の入所先の一つである女性保護施設の環境充実に努め、被害者の自

立に向けた支援を行います。  
■主要施策 

① 生活基盤を整えるための支援 

施策の内容 事業概要 

(1)住まいの確保 ・ 民間団体との連携を図りながら、被害者が安心して生活できる住まいの

確保について、情報を収集・提供し、自立を支援します。 

（県・市町村・民間団体） 

・ 県営住宅における、被害者の住まいの確保に努めます。 （県・市町村） 

(2)就労の支援 ・ 被害者の個々の状況に応じた就職や転職のための相談、就労のための講

座などの事業を実施します。             （県・市町村） 

・ 県･市町村の就労支援や、ハローワークの活用に関する情報を収集し、

被害者に提供します。                （県・市町村） 

・ 被害者である母子家庭の母等を対象とした職業訓練を実施します。 

    （県・市町村） 

・生活保護を受給している被害者のための就労支援を実施します。 

    （県・市町村） 

(3)経済的な支援 ・ 経済的な自立に向けた支援に関する情報を収集し、被害者に助言等を行

います。                      （県・市町村） 

・ 福祉事務所において、生活保護の円滑な運用を行います。（県・市町村） 

・犯罪被害者を支援する給付金制度に関する情報提供を行います。（国の

制度）                 （県・県警察本部・市町村） 

・ 被害者の経済的支援のために、社会福祉協議会貸付金や民間団体の貸付

基金等の活用について、被害者に助言等を行います。  

（県・市町村・民間団体） 

重点目標Ⅳ 自立支援の促進 Ⅲ　計画の内容
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(4)各種制度の周知と

活用への支援

・社会保険など、被害者の自立のための各種手続きについて、個人情報の

保護や被害者の安全確保への慎重な配慮を行いながら情報提供を行う

とともに、必要な証明書等を発行します。 （県・市町村）

・被害者が法律的な支援を受けられるよう、法テラスの活用や法律扶助制

度に関する情報提供を行います。 （県・市町村）

・被害者または関係機関に対して、各種手続きの活用に必要な住所等の情

報管理について助言等を行います。 （県・市町村）

② 安定した生活に向けた支援

施策の内容
事業概要

(1)中長期支援施設（*13）

の運営に対する支援

・一時保護後の自立に向けて準備を行うための中長期支援施設を運営す

る民間団体に対する支援を強化します。 （県・市町村・民間団体）

(2)精神的なケアの充

実

・精神的なケアなど、民間団体が実施する自立支援活動を支援します。

（県・民間団体）

・心理カウンセラーによるメンタルケアを実施し、被害者の精神的なケア

の充実を図ります。 （県）

・自助グループの立ち上げを支援します。 （県）

・被害者のためのカウンセリング等を行う医療機関や民間団体の情報提

供に努めます。 （県）

(3)被害者と同居する

子どもに関する支

援

・児童相談所や市町村児童相談窓口、学校やスクールカウンセラー等との

連携した相談により、子どもの心のケアに努めます。 （県・市町村）

・子どもを同伴している被害者に対し、母子生活支援施設（*14）の広域連携

を活用し支援に努めます。 （県・市町村）

・教育委員会や学校は、被害者の子どもの転出入等の手続きや授業料の免

除制度等の活用について、適切な情報提供に努めます。 （県・市町村）

・児童扶養手当など各種制度に関する情報提供を行うとともに円滑な運

用に努めます。 （県・市町村）

(4)地域における支援 ・新たな地域で自立生活を始める場合、被害者の意向を確認し、従前の地

域での支援が引き継がれるように努めます。 （県・市町村）

・自立生活を始める被害者の生活面や心身面の相談を総合的に受け止め

るなど、自立に向けた支援を行います。 （県・市町村）

・各種制度の手続きなどを行う際は、必要に応じて、県・市町村の担当職

員、民間団体のスタッフが被害者に同行します。

（県・市町村・民間団体）

・一時保護施設を退所し、地域で生活する被害者のためのサポート相談を

実施します。 （県）

(5)外国人、障がい者、

高齢者、性的少数者

の方への配慮

・言葉や文化の違いにより孤立しやすく在留資格など複雑な課題を抱え

ていることがある外国人の被害者や、ＤＶがより潜在化しやすい傾向に

ある障がい者や高齢者、性的少数者の方等に対して、本人の意向や障が

い等を確認しながら、適切な対応をするよう配慮します。【再掲】

（県）

（*13）中長期支援施設：

ステップハウスともいい、一時保護後の自立に向けた準備を行うための住まいをいう。

（*14）母子生活支援施設：

同伴児童がいる母親を対象とする児童福祉法に基づく施設で、母子を保護し、その自立を支援する。県では、母子生活

支援施設の広域連携を活用し、県外の母子生活支援施設とも連携に努めている。

Ⅲ　計画の内容
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③ 女性保護施設における支援 

施策の内容 事業概要 

(1)女性保護施設にお

ける支援 

・ 就労支援や退所者支援などにより自立に向けた支援を行います。  

（県・民間団体） 

・ 被害者や同伴児童・同伴者の心身の回復と自立に向け、環境の充実に努

めます。                     （県・民間団体） 

Ⅲ　計画の内容
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被害者支援に当たっては、相談や一時保護、自立支援など、様々な段階において関係機関が

相互に連携し合うことが重要です。地域における最も身近な行政主体である市町村や、被害者

に寄り添ったきめ細かな支援に取り組んできた民間団体、関係機関等、様々な主体と連携・協

働しながら支援に取り組みます。 

また、ＤＶ防止と被害者支援のため、被害の実態やＤＶに対する県民意識等を調査・分析し

ながら、施策を検討・反映させていくとともに、相談や支援に対する被害者からの苦情に真摯

に対応し、必要な改善に取り組みます。 

 

 

施策の方向５  地域における相談と自立支援の体制の充実 
市町村や地域の保健所などは、被害者の最も身近な相談窓口として重要な役割を果たしていま

す。特に市町村は基礎的自治体として、被害者支援に直接つながる多様な機能を有していること

から、地域の実情に合わせた幅広い取組みが求められています。そのため、市町村基本計画の策

定や、配偶者暴力相談支援センターの設置に努めるとともに、相談窓口の設置や被害者に対する

情報提供、緊急時における安全の確保、地域における継続的な自立支援等を実施します。 

県は、被害者支援における中核として、一時保護等を実施するほか、市町村基本計画の策定に

対する支援や、市町村配偶者暴力相談支援センターの設置についての働きかけ、研修等の広域的

な施策の実施など、市町村との連携を深めながら支援を行います。  
■主要施策 

① 市町村における計画的な取組み 

施策の内容 事業概要 

(1)市町村基本計画の

策定 

・ 市町村は、ＤＶ防止や被害者の支援に関する基本計画の策定に努め、県

はこれを支援します。                         （県・市町村） 

(2)市町村における施

策推進体制の充実 

・ 市町村は、基本計画の推進に向けて、庁内外の関係機関等からなる組織

を設置し、連携を強化するよう努め、県はこれを支援します。 

（県・市町村） 
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② 市町村における相談窓口の充実

施策の内容 事業概要

(1)市町村配偶者暴力

相談支援センター

の設置

・被害者が身近な地域で相談や自立の支援を受けられる窓口として、市町

村は、配偶者暴力相談支援センターを設置し、被害者の相談や自立支援

の充実強化に努め、県はこれを支援します。 （県・市町村）

・市町村配偶者暴力相談支援センターの事業や被害者の一時保護の実施

に対する権限の強化や財政的な支援について、国へ要望します。

（県・市町村）

(2)市町村における身

近な相談窓口の充

実

・市町村は、被害者相談窓口の充実に努め、県はこれを支援します。

（県・市町村）

・市町村は、被害者と接する相談窓口職員の研修の充実を図り、庁内連携

会議の設置や庁内マニュアルの作成等により、その連携を強化するよう

努め、県はこれを支援します。 （県・市町村）

・市町村の相談窓口職員への支援を行います。 （県）

・被害者への相談・支援に対応する職員の資質向上のため、被害者の状況

に応じたきめ細かな対応を実施するための体制を強化します。【再掲】

（県）

(3)市町村における自

立支援の実施

・市町村は、地域の実情にあわせた、被害者の自立支援のための独自の取

組みの充実に努め、県はこれを支援します。 （県・市町村）

・新たな地域で自立生活を始める場合、被害者の意向を確認し、従前の地

域での支援が引き継がれるように努めます。【再掲】 （県・市町村）

・自立生活を始める被害者の生活面や心身面の相談を総合的に受け止め

るなど、自立に向けた支援を行います。【再掲】 （県・市町村）

・各種制度の手続きなどを行う際は、必要に応じて、県・市町村の担当職

員、民間団体のスタッフが被害者に同行します。【再掲】

(県・市町村・民間団体）

③ 地域の状況に応じた県と市町村等の連携

施策の内容 事業概要

(1)地域における関係

機関ネットワーク

の充実

・地域における、福祉事務所、児童相談所、教育委員会、警察署や医療・

法律などの関係機関・関係団体のネットワークの充実に努めます。

（県・県警察本部・市町村・民間団体）

(2)県による広域連携

支援

・被害者の居住する市町村等と調整し、被害者が必要な支援を受けること

ができるよう努めます。 （県・市町村）

・県保健福祉事務所等は、町村と連携して被害者の相談や自立支援を行い

ます。 （県・町村）

・県及び市町村配偶者暴力相談支援センターの連絡会議を設置し、連携を

強化します。 （県・市町村）

・法律相談、心理相談、精神保健相談などの専門相談を実施します。

【再掲】 （県）

・民間団体と連携した多言語による被害者相談を実施します。【再掲】

 (県・民間団体)

・男性被害者相談を実施します。【再掲】 （県）

・ＤＶに悩む男性のための相談を実施します。【再掲】 （県）

・休日夜間等、時間外の緊急相談の体制を確保し、警察等との緊密な連携・

協力のもとに、被害者の緊急相談に対応します。【再掲】

（県・県警察本部・民間団体）

Ⅲ　計画の内容
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施策の方向６  民間団体との連携、支援 
県では、ＤＶ防止法制定前からＤＶ相談や被害者支援などの活動を先行して展開してきた民間

団体と連携することにより、被害者支援の充実を図ってきました。 

行政だけでは手が届かない被害者に対して、よりきめ細かな支援を行っている民間団体と協働

しながら、ＤＶ防止法に基づいて委託する一時保護や、県と市町村、民間団体の三者が協働して

実施する一時保護事業に引き続き取り組むほか、連携して啓発や相談事業などを行います。 

また、被害者への支援内容を充実させるため、被害者支援を行っている民間団体への支援を行

うほか、民間団体や関係機関と定期的に意見交換を行い、施策や事業への反映・見直しに取り組

みます。 

 

■主要施策 

① ＤＶ防止・被害者支援を行う民間団体との連携、支援 

施策の内容 事業概要 

(1)民間団体との意見

交換 

・ 取組みの充実に向け、被害者支援に取り組んでいる民間団体との定期的

な意見交換を実施します。              (県･民間団体) 

(2)民間団体と連携し

た啓発等 

・ 啓発資料等は、民間団体に蓄積された被害者支援のノウハウ等を踏まえ

て作成します。                   (県･民間団体) 

・ 被害者への適切な支援の実施のため、被害者支援等に取り組んでいる民

間団体のスタッフ等を講師に、職務関係者の研修を開催します。 

                          (県･民間団体) 

(3)被害者相談におけ

る連携 

・民間団体と連携し、休日夜間等、時間外における被害者相談を実施しま

す。【再掲】                    （県・民間団体） 

・ 民間団体と連携した多言語による被害者相談を実施します。【再掲】 

（県・民間団体） 

(4)中長期支援施設の

運営に対する支援 

・ 一時保護後の自立に向けて準備を行うための中長期支援施設を運営す

る民間団体に対する支援を強化します。【再掲】 

（県・市町村・民間団体） 

(5)県、市町村、民間団

体の協働による一

時保護事業 

・ 県、市町村、民間団体による三者協働一時保護の充実に努めます。 

【再掲】                   （県・市町村・民間団体） 

(6)被害者支援を行う

民間団体への支援 

・ 民間委託団体のスタッフを対象とした研修を実施します。    （県） 

・ 民間団体が行う、スタッフ等の人材養成を支援します。（県・民間団体） 

・ 民間委託団体に出向き、ケースカンファレンスを実施します。  （県） 

・ 民間委託団体へ同伴児童の学習面に関する支援の助言を行います。（県） 

・ 被害者の自立支援活動等を行う民間団体の取組みを支援します。 

（県・民間団体） 

・民間委託施設等を利用している被害者に対して、心理的ケアなど、専門

家による支援を行います。                      （県） 
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施策の方向７ 関係機関等との連携及び人材育成

県内のＤＶ対策を総合的に推進するため、県及び市町村、民間団体等で構成する「神奈川県Ｄ

Ｖ対策推進会議」を設置するなど、関係機関・民間団体相互の連携を推進します。

また、関係機関・民間団体の職務関係者が、共通の認識・共通の理解のもと、質の高い被害者

支援等に取り組むため、研修の充実を図り、支援者の資質向上に努めます。

■主要施策

① 関係機関等との相互の連携

施策の内容 事業概要

(1)ネットワークの充

実

・ＤＶ防止と被害者の自立支援施策を充実するため、関係機関・関係団体

の連携を強化します。 （県・市町村）

・通報制度や保護命令制度を活用した被害者支援のため、医療、法律など

の関係機関・関係団体との連携を図ります。（県・市町村・県警察本部）

・被害者の子どもへの接近禁止命令が発令される場合もあることから、保

護命令制度の趣旨及び概要について、会議の場やホームページ等を通じ

て教育委員会及び学校、保育所等に周知を図ります。 （県・市町村）

・関係機関・関係団体が連携し、被害者が自立した生活を続けるための、

長期にわたる切れ目のない支援に努めます。 （県・市町村・民間団体）

(2)広域における連携 ・被害者の支援に当たっては、必要に応じて、県外の婦人相談所や婦人保

護施設、母子生活支援施設の活用など、都道府県域を越えた連携に努め

ます。 （県）

・関係する場所が複数の都道府県にわたるものについては、関係都道府県

警察と連携します。 （県警察本部）

② 支援者の育成と資質向上等

施策の内容 事業概要

(1)職務関係者への研

修等の充実

・被害者への相談・支援に対応する職員の資質向上のため、被害者の状況

に応じたきめ細かな対応を実施するための体制を強化します。 （県）

・被害者への適切な支援の実施のため、福祉、警察、医療、法律、教育関

係者や人権擁護委員、民生委員・児童委員等の職務関係者の研修や情報

提供を行います。 （県・市町村）

・県・市町村の被害者の相談や一時保護等を担当する職員の専門性を高め

るため、医療や法律の専門家や民間団体のスタッフ等を招いて研修を行

います。 （県）

・被害者支援に携わる職員等へ、情報管理を含む危機管理に関する研修を

行います。 （県・県警察本部・市町村・民間団体）

・県及び市町村における被害者支援等に関するノウハウについて、相互に

情報交換することにより、資質向上に努めます。 （県・市町村）

(2)支援者への支援 ・被害者支援に携わる相談員等の精神的安定を図り、より良い被害者支援

を実施できるよう、組織内でのスーパービジョン（*15）を実施するなど、

メンタルヘルスケアの充実に努めます。 (県・市町村)

・市町村の相談窓口職員への支援を行います。【再掲】 （県）

（*15）スーパービジョン：

事例を報告し、より経験のある者等から適切な方向付けを得るための指導を受けること。スーパービジョンを受ける

際の指導者をスーパーバイザーという。

Ⅲ　計画の内容
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施策の方向８ 課題解決に向けた調査研究と提案・苦情への対応 
ＤＶ防止と被害者支援のための調査研究を行い、施策に反映させるとともに、必要な法整備等

について国へ要望します。また、県・市町村等の関係機関は、県民等からの提案や被害者からの

苦情の申出について適切・迅速に対応します。 

 

■主要施策 

① 調査研究 

施策の内容 事業概要 

(1)ＤＶ防止及び被害

者支援のための調

査研究 

・ＤＶ防止や被害者支援のための調査や研究を実施し、施策に反映させま

す。                                     （県） 

・国等の調査・研究の情報を収集し、調査研究に活用するとともに、関係

機関へ情報提供します。                   （県） 

(2)国への要望 ・女性に対する暴力を未然に防止するための取組みの充実や、近年増加が

みられる男性被害者に対する支援体制の枠組みの構築などについて、国

へ要望します。                       （県） 

・加害者更生に関する国の調査研究の動向を把握し、その充実及び必要な

法整備について、国へ要望するとともに、他の地方公共団体及び民間団

体における取組状況等を把握するよう努めます。        （県） 

・困難を抱える女性達の自立に向けた支援を適切に行うことができるよ

う、売春防止法の抜本的な改正または女性の保護に関する新たな法整備

について、国へ要望します。                 （県） 

 

② 提案・苦情への対応 

施策の内容 事業概要 

(1)関係機関における

提案・苦情への適切

な対応 

・ 県民等からの配偶者等暴力の防止や被害者の支援に関する提案、被害者

からの苦情の申出を受けた場合は、被害者の置かれている状況に配慮し

て、適切・迅速に対応するよう努めます。 （県・県警察本部・市町村） 
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Ⅳ 数値目標 

 

 本計画を着実に推進していくため、次のとおり数値目標を設定します。 

No. 項目 現状値（年度） 目標値（年度） 

１ 

夫婦間における次のような行為を暴力と
認識する人の割合 
 
①「平手で打つ」【身体的暴力】 
 
②「何を言っても長時間無視し続ける」 
③「大声でどなる」【精神的暴力】 
 
④「生活費を渡さない」【経済的暴力】 
 
⑤「交友関係や電話を細かく監視する」
【社会的暴力】 
 
⑥「いやがっているのに性的な行為を強
要する」【性的暴力】 

 
 
 
① 87.7％ 
 
② 59.3％ 
③ 64.1％ 
 
④ 61.3％ 
 
⑤ 23.4％ 
 
 
⑥ 82.2％ 

 
 
 
① 
 
② 
③ 
 
④ 
 
⑤ 
 
 
⑥ 

２ 

恋人同士の間で起こる暴力を「デートＤ
Ｖ」ということについての周知度 
① 全年代 
② 10・20代 

 
 
① 26.1％ 
② 39.1％  

  
 
① 
② 

３ ＤＶ被害者相談窓口の周知度 77.5％ （2017） 100％ （2022） 

４ 男性向けＤＶ被害者相談窓口の周知度 37.2％ （2017） 100％ （2022） 

５ 
ＤＶ防止や被害者支援に関する基本計画
の策定市町村数 
（対象：県内 19市・14町村） 

 27市町村 （2017） 33市町村 （2023） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2017） 
100％ 

（2022） 

（*16） 

（*16）「夫婦間における次のような行為を暴力と認識する人の割合」：   

②以外の数値目標は、2018年３月に改定した「かながわ男女共同参画推進プラン（第４次）」の目標（目標値 100％、目

標年度 2018年度）に設定しており、本プランの改定に伴い見直す。 

(2017) 
100％ 

（2022） 

Ⅳ　数値目標
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Ⅴ 推進体制 
 

ＤＶ防止・被害者支援の施策の推進に当たっては、市町村等の関係機関や民間団体と連携し

て取り組んでいきます。また、計画を推進する中で、必要に応じて施策・事業の見直し、充実

を図ります。 

 

(1) 神奈川県男女共同参画審議会 

県の附属機関として、男女共同参画の推進に関する重要事項や県民等から申出があった

提案等の処理について、知事の諮問に応じて調査・審議し、その結果を報告し、または知

事に意見を建議します。また、毎年度、プランの進捗状況について、評価を行います。 

(2) 神奈川県ＤＶ対策推進会議 

弁護士会、医師会、法テラス、民間団体、法務局のほか、市町村及び県関係部署の代表

で構成された委員が協議し、施策を推進します。 

(3) 人権男女共同参画施策推進会議 

福祉子どもみらい局の副知事を会長とする県庁内の意思決定機関で、各局長が構成委員

となっています。男女共同参画審議会の意見を踏まえ、配偶者等暴力対策にかかわる計画

の策定や推進について総合的な企画や調整を行うことにより、施策を推進します。 

(4) その他 

県・市町村担当課長会議や民間団体との意見交換会などの場を活用しながら連携を強化

し、施策を推進します。 
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１ ＤＶ防止・被害者支援に関する歩み（年表） 

年 国等 神奈川県 

1952（昭和 27）年  ・婦人相談所設置 

1956（昭和 31）年 ・「売春防止法」制定  

1982（昭和 57）年  ・婦人総合センター（後のかながわ女性セン

ター、現かながわ男女共同参画センター）

が開館し、相談事業開始 

1991（平成 3）年  ・県内の一時保護施設運営団体で構成する「女

性の一時保護連絡会」を婦人相談所が事務

局となり設置 

1997（平成 9）年  ・かながわ女性センターで、国・県・市町村

の相談機関で構成する「女性への暴力相談

等関係機関連絡会」を設置し、県内の連携

を推進 

・市町村担当職員研修及び県・市の女性相談

員研修実施 

・かながわ女性センターにおいて、女性総合

相談窓口を開始 

1999（平成 11）年 ・「男女共同参画社会基本法」公布、施行 ・「女性への暴力相談“週末ホットライン”」

開始 

・女性の一時保護連絡会を設置し、定期的に

県内の女性の一時保護機関の情報交換と連

携の強化 

・かながわ女性センターにおいて、「女性への

暴力に関する調査研究」を実施 

2000（平成 12）年 ・「児童虐待の防止等に関する法律」制定 

・「ストーカー行為等の規制等に関する法律」 

制定 

・県警察本部に「女性・子どものための相談

電話」を設置し、電話相談を実施 

・県警察本部に「ストーカー対策室」設置 

・被害者向け「相談窓口情報カード」を作成

し、関係機関に配布 

・かながわ女性センターにおいて、ＤＶを理

解するための県民向け冊子「ドメスティッ

ク・バイオレンスをなくすために」や外国

籍被害者向けリーフレット「夫からの暴力

に悩むあなたへ」を作成、配布 

・かながわ女性センターにおいて、女性への

暴力相談窓口を設置 

2001（平成 13）年 ・「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

に関する法律」（ＤＶ防止法）制定 

・「かながわボランタリー活動推進基金 21」に

おいて、民間団体との協働事業により外国

籍被害者の支援を実施（～平成 17 年度） 

・かながわ女性センターにてメンタルケア開

始 

・県・市町村・民間団体との協働による一時

保護施設を運営 

2002（平成 14）年 ・「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

に関する法律」（ＤＶ防止法）全面施行 

・被害者向け「相談窓口情報カード」を多言

語（６言語）で作成し、関係機関に配布 

・「神奈川県男女共同参画推進条例」制定 

・市町村担当職員研修及び県・市の女性相談

員研修の実施 

・被害者向けのリーフレット「シェルター利

用のごあんない」を日本語及び多言語（５

言語）で作成し、県・市町村に配布  

・婦人相談所及びかながわ女性センターに配

偶者暴力相談支援センター設置 

・被害者及び同伴家族の確実な一時保護に向

け、保護を開始し、一時保護施設を設置   
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年 国等 神奈川県 

2002（平成 14）年  ・警察との連携・協力のもとに、婦人相談所

で休日夜間の一時保護を実施 

・医師会、弁護士会、市町村代表及び県で構

成する「神奈川県ＤＶ対策関係行政機関等

連絡会議」を設置し、県内の連携を推進 

・婦人相談所と一時保護を委託する民間団体

との定期的な連絡会議を開催 

2003（平成 15）年  ・婦人相談所から女性相談所へ名称変更 

・かながわ女性センターにおいて、ＤＶ自助

グループ立上げ支援事業を実施 

・かながわ女性センターにおいて、民間団体

の設置する被害者への貸付基金活用支援を

開始 

・地域の市町村、警察、児童相談所等の関係

機関で構成する「地区ＤＶ対応情報交換会

議」を、政令市・中核市を除く県内８地区

で開催し、地域での連携を推進。政令市・

中核市は独自に同様の会議を開催 

・女性相談所による民間委託施設スタッフへ

の研修を実施 

2004（平成 16）年 ・「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

に関する法律」（ＤＶ防止法） 

第一次改正 

・「配偶者からの暴力による被害を自ら防止す

るための警察本部長等による援助に関する

規則」施行 

・「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

に関する法律」（ＤＶ防止法） 

第一次改正法の施行 

・「犯罪被害者等基本法」制定 

・配偶者暴力相談支援センターかながわ県民

センター窓口において、男性被害者の相談

を試験的に実施 

・一時保護施設を 10 施設に拡充し、各施設の

特色を生かし、被害者の個々の状況に応じ

た一時保護を実施 

・首都圏（４都県）での連絡会議を開催 

・人身取引の被害者の一時保護を開始 

2005（平成 17）年 

 

 ・暴力防止啓発用のチラシ「ストップ！暴力」

を作成、配布 

・女性相談所において、被害者の就労支援方

策を検討するためのモデル事業を実施 

・「神奈川県ＤＶ対策関係行政機関等連絡会

議」を廃止し、新たに民間団体代表を加え

た「神奈川県ＤＶ対策推進会議」を設置し、

ＤＶ被害者に対する総合的な支援策やＤＶ

の防止について協議 

2006（平成 18）年  ・民間団体との協働事業により、「外国籍被害

者のための多言語相談シート（７言語）」を

作成、配布 

・「かながわＤＶ被害者支援プラン」策定 

・配偶者暴力相談支援センターかながわ県民

センター窓口において、自立サポート相談、

外国籍被害者のための多言語相談（６言語、

民間委託）、男性被害者相談及び夜間緊急対

応を開始 

・民間団体に対し、被害者自立支援活動への

補助事業開始 

・一時保護施設に対し、女性相談所の心理判

定員を派遣 

・被害者及び同伴児童の健康管理の対応のた

め、女性相談所に看護師を配置 

・同伴児童の保育体制の充実のため、女性相

談所に保育士を配置   
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年 国等 神奈川県 

2007（平成 19）年 ・「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

に関する法律」（ＤＶ防止法） 

第二次改正 

・全国知事会による配偶者からの暴力の被害

者の一時保護に係る広域連携に関する申合

せ 

・県有施設を活用して、一時保護後の自立に

向けた訪問支援型のステップハウス事業

（３戸）を開始 

・配偶者暴力相談支援センターかながわ県民

センター窓口において、法律相談を開始 

2008（平成 20）年 ・「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

に関する法律」（ＤＶ防止法） 

第二次改正法の施行 

・かながわ女性センターにおいて、デートＤ

Ｖ防止啓発用リーフレット「デートＤＶっ

てなに？」を作成、県内高校生向けに配布 

・暴力防止啓発用のチラシ「ストップ！暴力」

を改訂、配布 

・かながわ女性センターにおいて、「デートＤ

Ｖ（交際相手からの暴力）防止に関する調

査研究」を実施 

2009（平成 21）年  ・「医療関係者向け ＤＶ対応の手引き」を作

成、医療機関に配布 

・「かながわＤＶ被害者支援プラン」改定 

・多言語相談に中国語を加え７言語で実施 

・「かながわボランタリー活動推進基金 21」に

おいて、民間団体及び教育局との協働事業

によりデートＤＶ防止のためのシステム構

築事業を実施（～平成 25 年度） 

・かながわ女性センターにおいて、大学生向

けデートＤＶ防止啓発講座を開始 

2010（平成 22）年  ・被害者向け「相談窓口カード」を多言語（７

言語）で作成 

2011（平成 23）年  ・横浜市がＤＶ相談支援センターを設置 

・かながわ女性センターにおいて、高校生を

対象としたデートＤＶ予防啓発冊子を全面

的に見直し、「超カンタン デートＤＶの基

礎知識」を作成 

・かながわ女性センターにおいて、ＤＶ気づ

き講座を開始 

2012（平成 24）年  ・かながわ女性センターにおいて、県民向け

啓発冊子「ドメスティック・バイオレンス

に悩む女性たちへ」を作成、配布 

・相模原市が配偶者暴力相談支援センターを

設置 

2013（平成 25）年 ・「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

等に関する法律」（ＤＶ防止法） 

第三次改正 ※法律名が「配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護等に関する法律」に改めら

れる 

・「ストーカー行為等の規制等に関する法律」 

改正、施行 

・「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

等のための施策に関する基本的な方針」策

定 

 

2014（平成 26）年 ・「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

等に関する法律」（ＤＶ防止法） 

第三次改正法の施行 

・「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

等のための施策に関する基本的な方針」一

部改正 

・県警察本部に「人身安全事態対処室」設置 

・「かながわＤＶ被害者支援プラン」を改定し、

「かながわＤＶ防止・被害者支援プラン」

を策定 

・ＤＶに悩む男性のための相談を試験的に実

施   
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年 国等 神奈川県 

2015（平成 27）年  ・かながわ女性センターを県藤沢合同庁舎に

移転し、「かながわ男女共同参画センター」

（かなテラス）に名称変更 

・ＤＶ相談窓口をかながわ男女共同参画セン

ターに集約し、相談窓口を再編 

・ＤＶに悩む男性のための相談を開始 

・国に対し売春防止法の抜本的な改正等を要

望 

2016（平成 28）年  ・川崎市がＤＶ相談支援センターを設置 

2017（平成 29）年  ・県警察本部に「人身安全対策課」設置 

・「医療関係者向け ＤＶ対応の手引き」を改

訂、医療機関に配布 

2018（平成 30）年  ・「かながわ男女共同参画推進プラン（第４

次）」を策定し、「かながわＤＶ防止・被害

者支援プラン」を構成事業に位置付け 

2019（平成 31）年 ・「ＤＶ等の被害者のための民間シェルター等

に関する支援の在り方に関する検討会」設

置 

・女性が抱える悩みのための「ＬＩＮＥ相談」

を試験的に実施 

・「かながわＤＶ防止・被害者支援プラン」を

改定     
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２ ＤＶ関係法令等 
 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成 13 年法律第 31 号） 

最終改正：平成 26 年法律第 28 号 

 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の

平等がうたわれ、人権の擁護と男女平等の実現に向けた取

組が行われている。 

ところが、配偶者からの暴力は、犯罪となる行為をも含

む重大な人権侵害であるにもかかわらず、被害者の救済が

必ずしも十分に行われてこなかった。また、配偶者からの

暴力の被害者は、多くの場合女性であり、経済的自立が困

難である女性に対して配偶者が暴力を加えることは、個人

の尊厳を害し、男女平等の実現の妨げとなっている。 

このような状況を改善し、人権の擁護と男女平等の実現

を図るためには、配偶者からの暴力を防止し、被害者を保

護するための施策を講ずることが必要である。 

このことは、女性に対する暴力を根絶しようと努めてい

る国際社会における取組にも沿うものである。 

ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自

立支援等の体制を整備することにより、配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護を図るため、この法律を制定する。 

第一章 総則 

（定義） 

第一条 この法律において「配偶者からの暴力」とは、配

偶者からの身体に対する暴力（身体に対する不法な攻撃

であって生命又は身体に危害を及ぼすものをいう。以下

同じ。）又はこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす言

動（以下この項及び第二十八条の二において「身体に対

する暴力等」と総称する。）をいい、配偶者からの身体

に対する暴力等を受けた後に、その者が離婚をし、又は

その婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者で

あった者から引き続き受ける身体に対する暴力等を含

むものとする。 

２ この法律において「被害者」とは、配偶者からの暴力

を受けた者をいう。 

３ この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出をしてい

ないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含み、

「離婚」には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関

係と同様の事情にあった者が、事実上離婚したと同様の

事情に入ることを含むものとする。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第二条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力を防止

するとともに、被害者の自立を支援することを含め、そ

の適切な保護を図る責務を有する。 

第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等 

（基本方針） 

第二条の二 内閣総理大臣、国家公安委員会、法務大臣及

び厚生労働大臣（以下この条及び次条第五項において

「主務大臣」という。）は、配偶者からの暴力の防止及

び被害者の保護のための施策に関する基本的な方針（以

下この条並びに次条第一項及び第三項において「基本方

針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項につき、次条第

一項の都道府県基本計画及び同条第三項の市町村基本

計画の指針となるべきものを定めるものとする。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する

基本的な事項 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための

施策の内容に関する事項 

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護の

ための施策の実施に関する重要事項 

３ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しよう

とするときは、あらかじめ、関係行政機関の長に協議し

なければならない。 

４ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したと

きは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

（都道府県基本計画等） 

第二条の三 都道府県は、基本方針に即して、当該都道府

県における配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

のための施策の実施に関する基本的な計画（以下この条

において「都道府県基本計画」という。）を定めなけれ

ばならない。 

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を定め

るものとする。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する

基本的な方針 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための

施策の実施内容に関する事項 

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護の

ための施策の実施に関する重要事項 

３ 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本方針に

即し、かつ、都道府県基本計画を勘案して、当該市町村

における配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護の

ための施策の実施に関する基本的な計画（以下この条に
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おいて「市町村基本計画」という。）を定めるよう努め

なければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市町村

基本計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これ

を公表しなければならない。 

５ 主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府県基

本計画又は市町村基本計画の作成のために必要な助言

その他の援助を行うよう努めなければならない。 

第二章 配偶者暴力相談支援センター等 

（配偶者暴力相談支援センター） 

第三条 都道府県は、当該都道府県が設置する婦人相談所

その他の適切な施設において、当該各施設が配偶者暴力

相談支援センターとしての機能を果たすようにするも

のとする。 

２ 市町村は、当該市町村が設置する適切な施設において、

当該各施設が配偶者暴力相談支援センターとしての機

能を果たすようにするよう努めるものとする。 

３ 配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護のため、次に掲げる業務を行うも

のとする。 

一 被害者に関する各般の問題について、相談に応ずるこ

と又は婦人相談員若しくは相談を行う機関を紹介する

こと。 

二 被害者の心身の健康を回復させるため、医学的又は心

理学的な指導その他の必要な指導を行うこと。 

三 被害者（被害者がその家族を同伴する場合にあっては、

被害者及びその同伴する家族。次号、第六号、第五条及

び第八条の三において同じ。）の緊急時における安全の

確保及び一時保護を行うこと。 

四 被害者が自立して生活することを促進するため、就業

の促進、住宅の確保、援護等に関する制度の利用等につ

いて、情報の提供、助言、関係機関との連絡調整その他

の援助を行うこと。 

五 第四章に定める保護命令の制度の利用について、情報

の提供、助言、関係機関への連絡その他の援助を行うこ

と。 

六 被害者を居住させ保護する施設の利用について、情報

の提供、助言、関係機関との連絡調整その他の援助を行

うこと。 

４ 前項第三号の一時保護は、婦人相談所が、自ら行い、

又は厚生労働大臣が定める基準を満たす者に委託して

行うものとする。 

５ 配偶者暴力相談支援センターは、その業務を行うに当

たっては、必要に応じ、配偶者からの暴力の防止及び被

害者の保護を図るための活動を行う民間の団体との連

携に努めるものとする。 

（婦人相談員による相談等） 

第四条 婦人相談員は、被害者の相談に応じ、必要な指導

を行うことができる。 

（婦人保護施設における保護） 

第五条 都道府県は、婦人保護施設において被害者の保護

を行うことができる。 

第三章 被害者の保護 

（配偶者からの暴力の発見者による通報等） 

第六条 配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者であった者

からの身体に対する暴力に限る。以下この章において同

じ。）を受けている者を発見した者は、その旨を配偶者

暴力相談支援センター又は警察官に通報するよう努め

なければならない。 

２ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、

配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病にかかった

と認められる者を発見したときは、その旨を配偶者暴力

相談支援センター又は警察官に通報することができる。

この場合において、その者の意思を尊重するよう努める

ものとする。 

３ 刑法（明治四十年法律第四十五号）の秘密漏示罪の規

定その他の守秘義務に関する法律の規定は、前二項の規

定により通報することを妨げるものと解釈してはなら

ない。 

４ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、

配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病にかかった

と認められる者を発見したときは、その者に対し、配偶

者暴力相談支援センター等の利用について、その有する

情報を提供するよう努めなければならない。 

（配偶者暴力相談支援センターによる保護についての説

明等） 

第七条 配偶者暴力相談支援センターは、被害者に関する

通報又は相談を受けた場合には、必要に応じ、被害者に

対し、第三条第三項の規定により配偶者暴力相談支援セ

ンターが行う業務の内容について説明及び助言を行う

とともに、必要な保護を受けることを勧奨するものとす

る。 

（警察官による被害の防止） 

第八条 警察官は、通報等により配偶者からの暴力が行わ

れていると認めるときは、警察法（昭和二十九年法律第

百六十二号）、警察官職務執行法（昭和二十三年法律第

百三十六号）その他の法令の定めるところにより、暴力

の制止、被害者の保護その他の配偶者からの暴力による

被害の発生を防止するために必要な措置を講ずるよう

努めなければならない。 
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（警察本部長等の援助） 

第八条の二 警視総監若しくは道府県警察本部長（道警察

本部の所在地を包括する方面を除く方面については、方

面本部長。第十五条第三項において同じ。）又は警察署

長は、配偶者からの暴力を受けている者から、配偶者か

らの暴力による被害を自ら防止するための援助を受け

たい旨の申出があり、その申出を相当と認めるときは、

当該配偶者からの暴力を受けている者に対し、国家公安

委員会規則で定めるところにより、当該被害を自ら防止

するための措置の教示その他配偶者からの暴力による

被害の発生を防止するために必要な援助を行うものと

する。 

（福祉事務所による自立支援） 

第八条の三 社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）

に定める福祉に関する事務所（次条において「福祉事務

所」という。）は、生活保護法（昭和二十五年法律第百

四十四号）、児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四

号）、母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和三十九年法

律第百二十九号）その他の法令の定めるところにより、

被害者の自立を支援するために必要な措置を講ずるよ

う努めなければならない。 

（被害者の保護のための関係機関の連携協力） 

第九条 配偶者暴力相談支援センター、都道府県警察、福

祉事務所等都道府県又は市町村の関係機関その他の関

係機関は、被害者の保護を行うに当たっては、その適切

な保護が行われるよう、相互に連携を図りながら協力す

るよう努めるものとする。 

（苦情の適切かつ迅速な処理） 

第九条の二 前条の関係機関は、被害者の保護に係る職員

の職務の執行に関して被害者から苦情の申出を受けた

ときは、適切かつ迅速にこれを処理するよう努めるもの

とする。 

第四章 保護命令 

（保護命令） 

第十条 被害者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命

等に対する脅迫（被害者の生命又は身体に対し害を加え

る旨を告知してする脅迫をいう。以下この章において同

じ。）を受けた者に限る。以下この章において同じ。）が、

配偶者からの身体に対する暴力を受けた者である場合

にあっては配偶者からの更なる身体に対する暴力（配偶

者からの身体に対する暴力を受けた後に、被害者が離婚

をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当

該配偶者であった者から引き続き受ける身体に対する

暴力。第十二条第一項第二号において同じ。）により、

配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた者である場

合にあっては配偶者から受ける身体に対する暴力（配偶

者からの生命等に対する脅迫を受けた後に、被害者が離

婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、

当該配偶者であった者から引き続き受ける身体に対す

る暴力。同号において同じ。）により、その生命又は身

体に重大な危害を受けるおそれが大きいときは、裁判所

は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が

加えられることを防止するため、当該配偶者（配偶者か

らの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受け

た後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消され

た場合にあっては、当該配偶者であった者。以下この条、

同項第三号及び第四号並びに第十八条第一項において

同じ。）に対し、次の各号に掲げる事項を命ずるものと

する。ただし、第二号に掲げる事項については、申立て

の時において被害者及び当該配偶者が生活の本拠を共

にする場合に限る。 

一 命令の効力が生じた日から起算して六月間、被害者の

住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住居を除

く。以下この号において同じ。）その他の場所において

被害者の身辺につきまとい、又は被害者の住居、勤務先

その他その通常所在する場所の付近をはいかいしては

ならないこと。 

二 命令の効力が生じた日から起算して二月間、被害者と

共に生活の本拠としている住居から退去すること及び

当該住居の付近をはいかいしてはならないこと。 

２ 前項本文に規定する場合において、同項第一号の規定

による命令を発する裁判所又は発した裁判所は、被害者

の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられる

ことを防止するため、当該配偶者に対し、命令の効力が

生じた日以後、同号の規定による命令の効力が生じた日

から起算して六月を経過する日までの間、被害者に対し

て次の各号に掲げるいずれの行為もしてはならないこ

とを命ずるものとする。 

一 面会を要求すること。 

二 その行動を監視していると思わせるような事項を告

げ、又はその知り得る状態に置くこと。 

三 著しく粗野又は乱暴な言動をすること。 

四 電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを得ない場合

を除き、連続して、電話をかけ、ファクシミリ装置を用

いて送信し、若しくは電子メールを送信すること。 

五 緊急やむを得ない場合を除き、午後十時から午前六時

までの間に、電話をかけ、ファクシミリ装置を用いて送

信し、又は電子メールを送信すること。 

六 汚物、動物の死体その他の著しく不快又は嫌悪の情を

催させるような物を送付し、又はその知り得る状態に置
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くこと。 

七 その名誉を害する事項を告げ、又はその知り得る状態

に置くこと。 

八 その性的羞恥心を害する事項を告げ、若しくはその知

り得る状態に置き、又はその性的羞恥心を害する文書、

図画その他の物を送付し、若しくはその知り得る状態に

置くこと。 

３ 第一項本文に規定する場合において、被害者がその成

年に達しない子（以下この項及び次項並びに第十二条第

一項第三号において単に「子」という。）と同居してい

るときであって、配偶者が幼年の子を連れ戻すと疑うに

足りる言動を行っていることその他の事情があること

から被害者がその同居している子に関して配偶者と面

会することを余儀なくされることを防止するため必要

があると認めるときは、第一項第一号の規定による命令

を発する裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立てに

より、その生命又は身体に危害が加えられることを防止

するため、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以

後、同号の規定による命令の効力が生じた日から起算し

て六月を経過する日までの間、当該子の住居（当該配偶

者と共に生活の本拠としている住居を除く。以下この項

において同じ。）、就学する学校その他の場所において当

該子の身辺につきまとい、又は当該子の住居、就学する

学校その他その通常所在する場所の付近をはいかいし

てはならないことを命ずるものとする。ただし、当該子

が十五歳以上であるときは、その同意がある場合に限る。 

４ 第一項本文に規定する場合において、配偶者が被害者

の親族その他被害者と社会生活において密接な関係を

有する者（被害者と同居している子及び配偶者と同居し

ている者を除く。以下この項及び次項並びに第十二条第

一項第四号において「親族等」という。）の住居に押し

掛けて著しく粗野又は乱暴な言動を行っていることそ

の他の事情があることから被害者がその親族等に関し

て配偶者と面会することを余儀なくされることを防止

するため必要があると認めるときは、第一項第一号の規

定による命令を発する裁判所又は発した裁判所は、被害

者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられ

ることを防止するため、当該配偶者に対し、命令の効力

が生じた日以後、同号の規定による命令の効力が生じた

日から起算して六月を経過する日までの間、当該親族等

の住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住居を

除く。以下この項において同じ。）その他の場所におい

て当該親族等の身辺につきまとい、又は当該親族等の住

居、勤務先その他その通常所在する場所の付近をはいか

いしてはならないことを命ずるものとする。 

５ 前項の申立ては、当該親族等（被害者の十五歳未満の

子を除く。以下この項において同じ。）の同意（当該親

族等が十五歳未満の者又は成年被後見人である場合に

あっては、その法定代理人の同意）がある場合に限り、

することができる。 

（管轄裁判所） 

第十一条 前条第一項の規定による命令の申立てに係る

事件は、相手方の住所（日本国内に住所がないとき又は

住所が知れないときは居所）の所在地を管轄する地方裁

判所の管轄に属する。 

２ 前条第一項の規定による命令の申立ては、次の各号に

掲げる地を管轄する地方裁判所にもすることができる。 

一 申立人の住所又は居所の所在地 

二 当該申立てに係る配偶者からの身体に対する暴力又

は生命等に対する脅迫が行われた地 

（保護命令の申立て） 

第十二条 第十条第一項から第四項までの規定による命

令（以下「保護命令」という。）の申立ては、次に掲げ

る事項を記載した書面でしなければならない。 

一 配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する

脅迫を受けた状況 

二 配偶者からの更なる身体に対する暴力又は配偶者か

らの生命等に対する脅迫を受けた後の配偶者から受け

る身体に対する暴力により、生命又は身体に重大な危害

を受けるおそれが大きいと認めるに足りる申立ての時

における事情 

三 第十条第三項の規定による命令の申立てをする場合

にあっては、被害者が当該同居している子に関して配偶

者と面会することを余儀なくされることを防止するた

め当該命令を発する必要があると認めるに足りる申立

ての時における事情 

四 第十条第四項の規定による命令の申立てをする場合

にあっては、被害者が当該親族等に関して配偶者と面会

することを余儀なくされることを防止するため当該命

令を発する必要があると認めるに足りる申立ての時に

おける事情 

五 配偶者暴力相談支援センターの職員又は警察職員に

対し、前各号に掲げる事項について相談し、又は援助若

しくは保護を求めた事実の有無及びその事実があると

きは、次に掲げる事項 

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は当該警察職員

の所属官署の名称 

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時及び場所 

ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内容 

ニ 相談又は申立人の求めに対して執られた措置の内容 
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２ 前項の書面（以下「申立書」という。）に同項第五号

イからニまでに掲げる事項の記載がない場合には、申立

書には、同項第一号から第四号までに掲げる事項につい

ての申立人の供述を記載した書面で公証人法（明治四十

一年法律第五十三号）第五十八条ノ二第一項の認証を受

けたものを添付しなければならない。 

（迅速な裁判） 

第十三条 裁判所は、保護命令の申立てに係る事件につい

ては、速やかに裁判をするものとする。 

（保護命令事件の審理の方法） 

第十四条 保護命令は、口頭弁論又は相手方が立ち会うこ

とができる審尋の期日を経なければ、これを発すること

ができない。ただし、その期日を経ることにより保護命

令の申立ての目的を達することができない事情がある

ときは、この限りでない。 

２ 申立書に第十二条第一項第五号イからニまでに掲げ

る事項の記載がある場合には、裁判所は、当該配偶者暴

力相談支援センター又は当該所属官署の長に対し、申立

人が相談し又は援助若しくは保護を求めた際の状況及

びこれに対して執られた措置の内容を記載した書面の

提出を求めるものとする。この場合において、当該配偶

者暴力相談支援センター又は当該所属官署の長は、これ

に速やかに応ずるものとする。 

３ 裁判所は、必要があると認める場合には、前項の配偶

者暴力相談支援センター若しくは所属官署の長又は申

立人から相談を受け、若しくは援助若しくは保護を求め

られた職員に対し、同項の規定により書面の提出を求め

た事項に関して更に説明を求めることができる。 

（保護命令の申立てについての決定等） 

第十五条 保護命令の申立てについての決定には、理由を

付さなければならない。ただし、口頭弁論を経ないで決

定をする場合には、理由の要旨を示せば足りる。 

２ 保護命令は、相手方に対する決定書の送達又は相手方

が出頭した口頭弁論若しくは審尋の期日における言渡

しによって、その効力を生ずる。 

３ 保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速やかに

その旨及びその内容を申立人の住所又は居所を管轄す

る警視総監又は道府県警察本部長に通知するものとす

る。 

４ 保護命令を発した場合において、申立人が配偶者暴力

相談支援センターの職員に対し相談し、又は援助若しく

は保護を求めた事実があり、かつ、申立書に当該事実に

係る第十二条第一項第五号イからニまでに掲げる事項

の記載があるときは、裁判所書記官は、速やかに、保護

命令を発した旨及びその内容を、当該申立書に名称が記

載された配偶者暴力相談支援センター（当該申立書に名

称が記載された配偶者暴力相談支援センターが二以上

ある場合にあっては、申立人がその職員に対し相談し、

又は援助若しくは保護を求めた日時が最も遅い配偶者

暴力相談支援センター）の長に通知するものとする。 

５ 保護命令は、執行力を有しない。 

（即時抗告） 

第十六条 保護命令の申立てについての裁判に対しては、

即時抗告をすることができる。 

２ 前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を及ぼさな

い。 

３ 即時抗告があった場合において、保護命令の取消しの

原因となることが明らかな事情があることにつき疎明

があったときに限り、抗告裁判所は、申立てにより、即

時抗告についての裁判が効力を生ずるまでの間、保護命

令の効力の停止を命ずることができる。事件の記録が原

裁判所に存する間は、原裁判所も、この処分を命ずるこ

とができる。 

４ 前項の規定により第十条第一項第一号の規定による

命令の効力の停止を命ずる場合において、同条第二項か

ら第四項までの規定による命令が発せられているとき

は、裁判所は、当該命令の効力の停止をも命じなければ

ならない。 

５ 前二項の規定による裁判に対しては、不服を申し立て

ることができない。 

６ 抗告裁判所が第十条第一項第一号の規定による命令

を取り消す場合において、同条第二項から第四項までの

規定による命令が発せられているときは、抗告裁判所は、

当該命令をも取り消さなければならない。 

７ 前条第四項の規定による通知がされている保護命令

について、第三項若しくは第四項の規定によりその効力

の停止を命じたとき又は抗告裁判所がこれを取り消し

たときは、裁判所書記官は、速やかに、その旨及びその

内容を当該通知をした配偶者暴力相談支援センターの

長に通知するものとする。 

８ 前条第三項の規定は、第三項及び第四項の場合並びに

抗告裁判所が保護命令を取り消した場合について準用

する。 

（保護命令の取消し） 

第十七条 保護命令を発した裁判所は、当該保護命令の申

立てをした者の申立てがあった場合には、当該保護命令

を取り消さなければならない。第十条第一項第一号又は

第二項から第四項までの規定による命令にあっては同

号の規定による命令が効力を生じた日から起算して三

月を経過した後において、同条第一項第二号の規定によ
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る命令にあっては当該命令が効力を生じた日から起算

して二週間を経過した後において、これらの命令を受け

た者が申し立て、当該裁判所がこれらの命令の申立てを

した者に異議がないことを確認したときも、同様とする。 

２ 前条第六項の規定は、第十条第一項第一号の規定によ

る命令を発した裁判所が前項の規定により当該命令を

取り消す場合について準用する。 

３ 第十五条第三項及び前条第七項の規定は、前二項の場

合について準用する。 

（第十条第一項第二号の規定による命令の再度の申立て） 

第十八条 第十条第一項第二号の規定による命令が発せ

られた後に当該発せられた命令の申立ての理由となっ

た身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫と同一の

事実を理由とする同号の規定による命令の再度の申立

てがあったときは、裁判所は、配偶者と共に生活の本拠

としている住居から転居しようとする被害者がその責

めに帰することのできない事由により当該発せられた

命令の効力が生ずる日から起算して二月を経過する日

までに当該住居からの転居を完了することができない

ことその他の同号の規定による命令を再度発する必要

があると認めるべき事情があるときに限り、当該命令を

発するものとする。ただし、当該命令を発することによ

り当該配偶者の生活に特に著しい支障を生ずると認め

るときは、当該命令を発しないことができる。 

２ 前項の申立てをする場合における第十二条の規定の

適用については、同条第一項各号列記以外の部分中「次

に掲げる事項」とあるのは「第一号、第二号及び第五号

に掲げる事項並びに第十八条第一項本文の事情」と、同

項第五号中「前各号に掲げる事項」とあるのは「第一号

及び第二号に掲げる事項並びに第十八条第一項本文の

事情」と、同条第二項中「同項第一号から第四号までに

掲げる事項」とあるのは「同項第一号及び第二号に掲げ

る事項並びに第十八条第一項本文の事情」とする。 

（事件の記録の閲覧等） 

第十九条 保護命令に関する手続について、当事者は、裁

判所書記官に対し、事件の記録の閲覧若しくは謄写、そ

の正本、謄本若しくは抄本の交付又は事件に関する事項

の証明書の交付を請求することができる。ただし、相手

方にあっては、保護命令の申立てに関し口頭弁論若しく

は相手方を呼び出す審尋の期日の指定があり、又は相手

方に対する保護命令の送達があるまでの間は、この限り

でない。 

（法務事務官による宣誓認証） 

第二十条 法務局若しくは地方法務局又はその支局の管

轄区域内に公証人がいない場合又は公証人がその職務

を行うことができない場合には、法務大臣は、当該法務

局若しくは地方法務局又はその支局に勤務する法務事

務官に第十二条第二項（第十八条第二項の規定により読

み替えて適用する場合を含む。）の認証を行わせること

ができる。 

（民事訴訟法の準用） 

第二十一条 この法律に特別の定めがある場合を除き、保

護命令に関する手続に関しては、その性質に反しない限

り、民事訴訟法（平成八年法律第百九号）の規定を準用

する。 

（最高裁判所規則） 

第二十二条 この法律に定めるもののほか、保護命令に関

する手続に関し必要な事項は、最高裁判所規則で定める。 

第五章 雑則 

（職務関係者による配慮等） 

第二十三条 配偶者からの暴力に係る被害者の保護、捜査、

裁判等に職務上関係のある者（次項において「職務関係

者」という。）は、その職務を行うに当たり、被害者の

心身の状況、その置かれている環境等を踏まえ、被害者

の国籍、障害の有無等を問わずその人権を尊重するとと

もに、その安全の確保及び秘密の保持に十分な配慮をし

なければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被害者の

人権、配偶者からの暴力の特性等に関する理解を深める

ために必要な研修及び啓発を行うものとする。 

（教育及び啓発） 

第二十四条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の

防止に関する国民の理解を深めるための教育及び啓発

に努めるものとする。 

（調査研究の推進等） 

第二十五条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護に資するため、加害者の更生のた

めの指導の方法、被害者の心身の健康を回復させるため

の方法等に関する調査研究の推進並びに被害者の保護

に係る人材の養成及び資質の向上に努めるものとする。 

（民間の団体に対する援助） 

第二十六条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護を図るための活動を行う民間の

団体に対し、必要な援助を行うよう努めるものとする。 

（都道府県及び市の支弁） 

第二十七条 都道府県は、次の各号に掲げる費用を支弁し

なければならない。 

一 第三条第三項の規定に基づき同項に掲げる業務を行

う婦人相談所の運営に要する費用（次号に掲げる費用を

除く。） 
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二 第三条第三項第三号の規定に基づき婦人相談所が行

う一時保護（同条第四項に規定する厚生労働大臣が定め

る基準を満たす者に委託して行う場合を含む。）に要す

る費用 

三 第四条の規定に基づき都道府県知事の委嘱する婦人

相談員が行う業務に要する費用 

四 第五条の規定に基づき都道府県が行う保護（市町村、

社会福祉法人その他適当と認める者に委託して行う場

合を含む。）及びこれに伴い必要な事務に要する費用 

２ 市は、第四条の規定に基づきその長の委嘱する婦人相

談員が行う業務に要する費用を支弁しなければならな

い。 

（国の負担及び補助） 

第二十八条 国は、政令の定めるところにより、都道府県

が前条第一項の規定により支弁した費用のうち、同項第

一号及び第二号に掲げるものについては、その十分の五

を負担するものとする。 

２ 国は、予算の範囲内において、次の各号に掲げる費用

の十分の五以内を補助することができる。 

一 都道府県が前条第一項の規定により支弁した費用の

うち、同項第三号及び第四号に掲げるもの 

二 市が前条第二項の規定により支弁した費用 

第五章の二 補則 

（この法律の準用） 

第二十八条の二 第二条及び第一章の二から前章までの

規定は、生活の本拠を共にする交際（婚姻関係における

共同生活に類する共同生活を営んでいないものを除く。）

をする関係にある相手からの暴力（当該関係にある相手

からの身体に対する暴力等をいい、当該関係にある相手

からの身体に対する暴力等を受けた後に、その者が当該

関係を解消した場合にあっては、当該関係にあった者か

ら引き続き受ける身体に対する暴力等を含む。）及び当

該暴力を受けた者について準用する。この場合において、

これらの規定中「配偶者からの暴力」とあるのは「第二

十八条の二に規定する関係にある相手からの暴力」と読

み替えるほか、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読

み替えるものとする。 

 

第二条 被害者 被害者（第二十八条

の二に規定する関

係にある相手から

の暴力を受けた者

をいう。以下同じ。） 

第六条第一項 配偶者又は

配偶者であ

った者 

同条に規定する関

係にある相手又は

同条に規定する関

係にある相手であ

った者 

第十条第一項か

ら第四項まで、

第十一条第二項

第二号、第十二

条第一項第一号

から第四号まで

及び第十八条第

一項 

配偶者 第二十八条の二に

規定する関係にあ

る相手 

第十条第一項 離婚をし、

又はその婚

姻が取り消

された場合 

第二十八条の二に

規定する関係を解

消した場合 

第六章 罰則 

第二十九条 保護命令（前条において読み替えて準用する

第十条第一項から第四項までの規定によるものを含む。

次条において同じ。）に違反した者は、一年以下の懲役

又は百万円以下の罰金に処する。 

第三十条 第十二条第一項（第十八条第二項の規定により

読み替えて適用する場合を含む。）又は第二十八条の二

において読み替えて準用する第十二条第一項（第二十八

条の二において準用する第十八条第二項の規定により

読み替えて適用する場合を含む。）の規定により記載す

べき事項について虚偽の記載のある申立書により保護

命令の申立てをした者は、十万円以下の過料に処する。 

附則〔抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過し

た日から施行する。ただし、第二章、第六条（配偶者暴

力相談支援センターに係る部分に限る。）、第七条、第

九条（配偶者暴力相談支援センターに係る部分に限る。）、

第二十七条及び第二十八条の規定は、平成十四年四月一

日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 平成十四年三月三十一日までに婦人相談所に対

し被害者が配偶者からの身体に対する暴力に関して相

談し、又は援助若しくは保護を求めた場合における当該

被害者からの保護命令の申立てに係る事件に関する第

十二条第一項第四号並びに第十四条第二項及び第三項

の規定の適用については、これらの規定中「配偶者暴力

相談支援センター」とあるのは、「婦人相談所」とする。 

（検討） 



参考資料

— 55 —

第三条 この法律の規定については、この法律の施行後三

年を目途として、この法律の施行状況等を勘案し、検討

が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられ

るものとする。 

附則〔平成十六年法律第六十四号〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過し

た日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前

の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する

法律（次項において「旧法」という。）第十条の規定に

よる命令の申立てに係る同条の規定による命令に関す

る事件については、なお従前の例による。 

２ 旧法第十条第二号の規定による命令が発せられた後

に当該命令の申立ての理由となった身体に対する不法

な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものと同

一の事実を理由とするこの法律による改正後の配偶者

からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（以下

「新法」という。）第十条第一項第二号の規定による命

令の申立て（この法律の施行後最初にされるものに限

る。）があった場合における新法第十八条第一項の規定

の適用については、同項中「二月」とあるのは、「二週

間」とする。 

（検討） 

第三条 新法の規定については、この法律の施行後三年を

目途として、新法の施行状況等を勘案し、検討が加えら

れ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものと

する。 

附則〔平成十九年法律第百十三号〕〔抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過し

た日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前

の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する

法律第十条の規定による命令の申立てに係る同条の規

定による命令に関する事件については、なお従前の例に

よる。 

附則〔平成二十五年法律第七十二号〕〔抄〕 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日

から施行する。 

附則〔平成二十六年法律第二十八号〕〔抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十七年四月一日から施行する。

ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日

から施行する。 

一 [前略]附則第四条第一項及び第二項、第十四条並びに

第十九条の規定 公布の日 

二 第二条並びに附則第三条、第七条から第十条まで、第

十二条及び第十五条から第十八条までの規定 平成二

十六年十月一日 

（政令への委任） 

第十九条 この附則に規定するもののほか、この法律の施

行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 
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配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等のための施策に関する基本的な方針（概要） 

平成 25 年 12 月 26 日 

内閣府、国家公安委員会、 

法務省、厚生労働省告示第１号 

平成 26 年 10 月１日一部改正 

 

第１ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関す

る基本的な事項 

１ 基本的な考え方 

配偶者からの暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人

権侵害である。 

２ 我が国の現状 

平成 13 年４月、法が制定され、基本方針の策定等を内

容とする平成 16 年５月、平成 19 年７月の法改正を経て、

平成 25 年６月に生活の本拠を共にする交際相手からの暴

力及び被害者についても配偶者からの暴力及び被害者に

準じて法の適用対象とする法改正が行われ、平成 26 年１

月３日に施行された。 

３ 基本方針並びに都道府県基本計画及び市町村基本計

画 

（１）基本方針 

基本方針は、都道府県基本計画及び市町村基本計画の指

針となるべきものである。基本方針の内容についても、法

と同様、生活の本拠を共にする交際相手からの暴力及び被

害者について準用することとする。 

（２）都道府県基本計画及び市町村基本計画 

基本計画は、第一線で中心となって施策に取り組む地方

公共団体が策定するものである。策定に当たっては、それ

ぞれの都道府県又は市町村の状況を踏まえた計画とする

とともに、都道府県と市町村の役割分担についても、基本

方針を基に、地域の実情に合った適切な役割分担となるよ

う、あらかじめ協議することが必要である。被害者の立場

に立った切れ目のない支援のため、都道府県については、

被害者の支援における中核として、一時保護等の実施、市

町村への支援、職務関係者の研修等広域的な施策等、市町

村については、身近な行政主体の窓口として、相談窓口の

設置、緊急時における安全の確保、地域における継続的な

自立支援等が基本的な役割として考えられる。 

第２ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のため

の施策の内容に関する事項 

１ 配偶者暴力相談支援センター 

都道府県の支援センターは、都道府県における対策の中

核として、処遇の難しい事案への対応や専門的・広域的な

対応が求められる業務にも注力することが望ましい。市町

村の支援センターは、身近な行政主体における支援の窓口

として、その性格に即した基本的な役割について、積極的

に取り組むことが望ましい。また、民間団体と支援センタ

ーとが必要に応じ、機動的に連携を図りながら対応するこ

とが必要である。 

２ 婦人相談員 

婦人相談員は、被害者に関する各般の相談に応じるとと

もに、その態様に応じた適切な援助を行うことが必要であ

る。 

３ 配偶者からの暴力の発見者による通報等 

（１）通報 

都道府県及び市町村は、被害者を発見した者は、その旨

を支援センター又は警察官に通報するよう努めることの

周知を図ることが必要である。医師その他の医療関係者等

は、被害者を発見した場合には、守秘義務を理由にためら

うことなく、支援センター又は警察官に対して通報を行う

ことが必要である。 

（２）通報等への対応 

支援センターにおいて、国民から通報を受けた場合は、

通報者に対し、被害者に支援センターの利用に関する情報

を教示してもらうよう協力を求めることが必要である。医

療関係者から通報を受けた場合は、被害者の意思を踏まえ、

当該医療機関に出向く等により状況を把握し、被害者に対

して説明や助言を行うことが望ましい。警察において、配

偶者からの暴力が行われていると認めた場合は、暴力の制

止に当たるとともに、応急の救護を要すると認められる被

害者を保護することが必要である。 

４ 被害者からの相談等 

（１）配偶者暴力相談支援センター 

電話による相談があった場合は、その訴えに耳を傾け、

適切な助言を行うこと、また、面接相談を行う場合は、そ

の話を十分に聴いた上で、どのような援助を求めているの

かを把握し、問題解決に向けて助言を行うことが必要であ

る。 

（２）警察 

被害者からの相談において意思決定を支援するなど、被

害者の立場に立った適切な対応を行うとともに、相談に係

る事案が刑罰法令に抵触すると認められる場合には、被害

者の意思を踏まえ捜査を開始するほか、刑事事件として立

件が困難であると認められる場合であっても、加害者に対
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する指導警告を行うなどの措置を講ずることが必要であ

る。被害者から警察本部長等の援助を受けたい旨の申出が

あり、その申出を相当と認めるときは、国家公安委員会規

則で定めるところにより、必要な援助を行うことが必要で

ある。 

（３）人権擁護機関 

支援センター、警察等と連携を図りながら、被害者に必

要な助言、婦人相談所等一時保護施設への紹介等の援助を

し、暴力行為に及んだ者等に対しては、これをやめるよう、

説示、啓発を行うことが必要である。 

（４）民間団体との連携 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るため

の活動を行う民間団体では、相談業務、同行支援、自立支

援など大きな役割を担っている。 

５ 被害者に対する医学的又は心理学的な援助等 

（１）被害者に対する援助 

婦人相談所において、医師、心理判定員等、支援にかか

わる職員が連携して被害者に対する医学的又は心理学的

な援助を行うことが必要である。また、被害者が、地域で

の生活を送りながら、身近な場所で相談等の援助を受けら

れるよう、支援センターは、カウンセリングを行うことや、

専門家や民間団体等と連携し、適切な相談機関を紹介する

などの対応を採ることが必要である。 

（２）子どもに対する援助 

児童相談所において、医学的又は心理学的な援助を必要

とする子どもに対して、精神科医や児童心理司等が連携を

図りながら、カウンセリング等を実施することが必要であ

る。また、学校及び教育委員会並びに支援センターは、学

校において、スクールカウンセラー等が相談に応じている

こと等について、適切に情報提供を行うことが必要である。 

（３）医療機関との連携 

支援センターは、被害者本人及びその子どもを支援する

に当たって、専門医学的な判断や治療を必要とする場合は、

医療機関への紹介、あっせんを行うことが必要である。 

６ 被害者の緊急時における安全の確保及び一時保護等 

（１）緊急時における安全の確保 

婦人相談所の一時保護所が離れている等の場合におい

て、緊急に保護を求めてきた被害者を一時保護が行われる

までの間等に適当な場所にかくまう、又は避難場所を提供

すること等の緊急時における安全の確保は、身近な行政主

体である市町村において、地域における社会資源を活用し

て積極的に実施されることが望ましい。 

（２）一時保護 

一時保護は、配偶者からの暴力を避けるため緊急に保護

すること等を目的に行われるものであるから、夜間、休日

を問わず、一時保護の要否判断を速やかに行う体制を整え

ることが必要である。また、それぞれの被害者の状況等を

考慮し、被害者にとって最も適当と考えられる一時保護の

方法及び施設を選定することが必要である。 

（３）婦人保護施設等 

婦人保護施設は、適切な職員を配置し、心身の健康の回

復や生活基盤の安定化と自立に向けた支援を行うことが

必要である。母子生活支援施設は、適切な職員を配置し、

子どもの保育や教育等を含め、母子について心身の健康の

回復や生活基盤の安定化と自立に向けた支援を行うとと

もに、退所後についても相談その他の援助を行うことが必

要である。 

（４）広域的な対応 

都道府県域を越えて一時保護・施設入所がなされる広域

的な対応も増加しており、これら地方公共団体間の広域的

な連携を円滑に実施することが必要である。 

７ 被害者の自立の支援 

（１）関係機関等との連絡調整等 

支援センターが中心となって関係機関の協議会等を設

置し、関係機関等の相互の連携体制について協議を行うと

ともに、各機関の担当者が参加して、具体的な事案に即し

て協議を行う場も継続的に設けることが望ましい。また、

手続の一元化や同行支援を行うことにより、被害者の負担

の軽減と、手続の円滑化を図ることが望ましい。 

（２）被害者等に係る情報の保護 

支援センターは、住民基本台帳の閲覧等に関し、被害者

を保護する観点から、加害者からの請求については閲覧さ

せない等の措置が執られていることについて、情報提供等

を行うことが必要である。また、住民基本台帳からの情報

に基づき事務の処理を行う関係部局においては、閲覧等の

制限の対象となっている被害者について、特に厳重に情報

の管理を行うことが必要である。 

（３）生活の支援 

福祉事務所及び母子・父子自立支援員においては、法令

に基づき被害者の自立支援を行うことが必要である。福祉

事務所においては、被害者が相談・申請を行う場所や、生

活保護の申請を受けて、扶養義務者に対して扶養の可能性

を調査する際の方法や範囲等に関し、被害者の安全確保の

観点から適切に配慮することが必要である。 

（４）就業の支援 

公共職業安定所や職業訓練施設においては、被害者一人

一人の状況に応じたきめ細かな就業支援に積極的に取り

組むことが必要である。また、子どものいる被害者につい

ては、母子家庭等就業・自立支援センターにおける就業相

談等の活用についても積極的に促すことが必要である。 
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（５）住宅の確保 

公営住宅の事業主体において、被害者の自立支援のため、

公営住宅の優先入居や目的外使用等の制度が一層活用さ

れることが必要である。また、都道府県等においては、身

元保証人が得られないことでアパート等の賃借が困難と

なっている被害者のための身元保証人を確保するための

事業の速やかな普及を図ることが望ましい。 

（６）医療保険 

婦人相談所等が発行する証明書を持って保険者に申し

出ることにより、健康保険における被扶養者又は国民健康

保険組合における組合員の世帯に属する者から外れるこ

と、また、第三者行為による傷病についても、保険診療に

よる受診が可能であること等の情報提供等を行うことが

必要である。 

（７）年金 

被害者が年金事務所において手続をとることにより、国

民年金原簿等に記載されている住所等が知られることの

ないよう、秘密の保持に配慮した取扱いが行われること等

について、情報提供等を行うことが必要である。 

（８）子どもの就学･保育等 

支援センターは、被害者等の安全の確保を図りつつ、子

どもの教育を受ける権利が保障されるよう、教育委員会、

学校と連絡をとるとともに、被害者に対し、必要な情報提

供を行うことが必要である。国においては、市町村に対し、

保育所への入所については、母子家庭等の子どもについて、

保育所入所の必要性が高いものとして優先的に取り扱う

特別の配慮を引き続き求めるよう努める。また、支援セン

ターにおいては、住民票の記載がなされていない場合であ

っても、予防接種や健診が受けられることについて、情報

提供等を行うことが必要である。 

（９）その他配偶者暴力相談支援センターの取組 

離婚調停手続等について各種の法律相談窓口を紹介す

るなど、被害者の自立を支援するために必要な措置を講ず

ることが望ましい。資力の乏しい被害者が無料法律相談等

民事法律扶助制度を利用しやすくするため、日本司法支援

センターに関する情報の提供を行うことが望ましい。また、

住民票の記載がなされていない場合の介護給付等の扱い

について情報提供を行うことが必要である。 

８ 保護命令制度の利用等 

（１）保護命令制度の利用 

被害者が保護命令の申立てを希望する場合には、申立先

の裁判所や申立書等の記入方法等についての助言を行う

とともに、保護命令の手続の中で、申立書や添付した証拠

書類の写し等が裁判所から相手方に送付されること、緊急

に保護命令を発令しなければ被害者の保護ができない場

合において、暴力等の事実など保護命令の発令要件の証明

が可能なときは、裁判所に対し、審尋等の期日を経ずに発

令するようにその事情を申し出ることができること等に

ついて、被害者に対し説明することが必要である。 

（２）保護命令の通知を受けた場合の対応 

ア 警察 

速やかに被害者と連絡を取り、被害者の意向を確認した

上で被害者の住所又は居所を訪問するなどして、緊急時の

迅速な通報等について教示することが必要である。また、

加害者に対しても、保護命令の趣旨及び保護命令違反が罪

に当たることを認識させ、保護命令が確実に遵守されるよ

う指導警告等を行うことが必要である。 

イ 配偶者暴力相談支援センター 

速やかに被害者と連絡を取り、安全の確保や、親族等へ

の接近禁止命令が出された場合には、当該親族等へその旨

連絡すること等、保護命令発令後の留意事項について情報

提供を行うことが必要である。また、警察と連携を図って

被害者の安全の確保に努めることが必要である。 

９ 関係機関の連携協力等 

（１）連携協力の方法 

被害者の支援のためには、関係機関が共通認識を持ち、

日々の相談、一時保護、自立支援等様々な段階において、

緊密に連携しつつ取り組むことが必要である。 

（２）関係機関による協議会等 

関係部局や機関の長により構成される代表者会議、被害

者の支援に直接携わる者により構成される実務者会議、実

際の個別の事案に対応する個別ケース検討会議等、重層的

な構成にすることが望ましい。参加機関としては、都道府

県又は市町村の関係機関はもとより、関係する行政機関、

民間団体等について、地域の実情に応じ、参加を検討する

ことが望ましい。 

（３）関連する地域ネットワークの活用 

関連の深い分野における既存のネットワークとの連携

や統合により、関連施策との連携協力を効果的かつ効率的

に進めることについても、検討することが望ましい。 

（４）広域的な連携 

市町村又は都道府県の枠を越えた関係機関の広域的な

連携が必要になる場合も考えられることから、あらかじめ、

近隣の地方公共団体と連携について検討しておくことが

望ましい。 

10 職務関係者による配慮・研修及び啓発 

（１）職務関係者による配慮 

職務関係者は、配偶者からの暴力の特性等を十分理解し

た上で、被害者の立場に配慮して職務を行うことが必要で

ある。特に被害者と直接接する場合は、被害者に更なる被
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害（二次的被害）が生じることのないよう配慮することが

必要である。職務を行う際は、被害者等に係る情報の保護

に十分配慮することが必要である。また、被害者には、外

国人や障害者である者等も当然含まれていること等に十

分留意しつつ、それらの被害者の立場に配慮して職務を行

うことが必要である。 

（２）職務関係者に対する研修及び啓発 

研修及び啓発の実施に当たっては、配偶者からの暴力の

特性や被害者の立場を十分に理解した上での対応が徹底

されるよう配慮することが必要である。特に、被害者と直

接接する立場の者に対する研修及び啓発においては、二次

的被害の防止の観点が重要である。 

11 苦情の適切かつ迅速な処理 

関係機関においては、申し出られた苦情について、誠実

に受け止め、適切かつ迅速に処理し、必要に応じ、職務の

執行の改善に反映するとともに、可能な限り処理結果につ

いて申立人に対する説明責任を果たすことが望ましい。 

12 教育啓発 

（１）啓発の実施方法と留意事項 

啓発の実施に際しては、関係機関が連携協力して取り組

むことが効果的だと考えられる。啓発を通じて、地域住民

に対して、配偶者からの暴力に関する的確な理解と協力が

得られるよう努めることが必要である。 

（２）若年層への教育啓発 

配偶者からの暴力の防止に資するよう、学校・家庭・地

域において、人権尊重の意識を高める教育啓発や男女平等

の理念に基づく教育等を促進することが必要である。 

13 調査研究の推進等 

（１）調査研究の推進 

国においては、加害者の更生のための指導の方法に関す

る調査研究について、いかに被害者の安全を高めるか等を

その目的とするよう留意して、配偶者からの暴力に関する

加害者に対する指導等の実施に向けた調査研究の推進に

努める。また、被害者の心身の健康を回復させるための方

法等について、配偶者からの暴力の被害の実態把握や被害

者の自立支援に寄与するため、調査研究の推進に努める。 

（２）人材の育成等 

関係機関は、被害者の支援に係る人材の育成及び資質の

向上について、職務関係者に対する研修等を通じ、十分配

慮することが必要である。 

14 民間の団体に対する援助等 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るため

には、国、都道府県及び市町村と、民間団体等とが緊密に

連携を図りながら、より効果的な施策の実施を図っていく

ことが必要である。どのような連携を行うかは、それぞれ

の地域の実情と民間団体等の実態等を踏まえ、それぞれの

都道府県又は市町村において判断することが望ましい。 

第３ その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

のための施策の実施に関する重要事項 

１ 基本方針に基づく施策の実施状況に係る評価 

国及び地方公共団体における施策の実施状況等を把握

するとともに、基本方針に基づく施策の実施状況に係る評

価を適宜行い、必要があると認めるときは、その結果に基

づいて必要な措置を講ずるものとする。 

２ 基本計画の策定・見直しに係る指針 

（１）基本計画の策定 

基本計画の策定に際しては、その地域における配偶者か

らの暴力をめぐる状況や施策の実施状況を把握すること

が必要である。策定に当たっては、基本方針に掲げた各項

目の関係部局が連携して取り組むことが望ましい。また、

被害者の支援に取り組む民間団体等広く関係者の意見を

聴取することが望ましい。 

（２）基本計画の見直し等 

基本計画については、基本方針の見直しに合わせて見直

すことが必要である。なお、計画期間内であっても、新た

に基本計画に盛り込むべき事項が生じるなどの場合は、必

要に応じ、基本計画を見直すことが望ましい。 
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60 

売春防止法（抄）（昭和 31 年法律第 118 号） 

最終改正：平成 28 年号外法律第 63 号 

第四章 保護更生  

（婦人相談所）  

第三十四条 都道府県は、婦人相談所を設置しなければな

らない。 

２ 地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五

十二条の十九第一項の指定都市（以下「指定都市」とい

う。）は、婦人相談所を設置することができる。 

３ 婦人相談所は、性行又は環境に照して売春を行うおそ

れのある女子（以下「要保護女子」という。）の保護更

生に関する事項について、主として次に掲げる業務を行

うものとする。 

一 要保護女子に関する各般の問題につき、相談に応ずる

こと。 

二 要保護女子及びその家庭につき、必要な調査並びに医

学的、心理学的及び職能的判定を行い、並びにこれらに

附随して必要な指導を行うこと。 

三 要保護女子の一時保護を行うこと。 

４ 婦人相談所に、所長その他所要の職員を置く。 

５ 婦人相談所には、要保護女子を一時保護する施設を設

けなければならない。 

６ 前各項に定めるもののほか、婦人相談所に関し必要な

事項は、政令で定める。  

（婦人相談員）  

第三十五条 都道府県知事（婦人相談所を設置する指定都

市の長を含む。第三十八条第一項第二号において同じ。）

は、社会的信望があり、かつ、第三項に規定する職務を

行うに必要な熱意と識見を持つている者のうちから、婦

人相談員を委嘱するものとする。 

２ 市長（婦人相談所を設置する指定都市の長を除く。）

は、社会的信望があり、かつ、次項に規定する職務を行

うに必要な熱意と識見を持つている者のうちから、婦人

相談員を委嘱することができる。 

３ 婦人相談員は、要保護女子につき、その発見に努め、

相談に応じ、必要な指導を行い、及びこれらに附随する

業務を行うものとする。 

（婦人保護施設）  

第三十六条 都道府県は、要保護女子を収容保護するため

の施設（以下「婦人保護施設」という。）を設置するこ

とができる。 

（婦人相談所長による報告等） 

第三十六条の二 婦人相談所長は、要保護女子であつて配

偶者のない女子又はこれに準ずる事情にある女子及び

その者の監護すべき児童について、児童福祉法（昭和二

十二年法律第百六十四号）第二十三条第二項に規定する

母子保護の実施が適当であると認めたときは、これらの

者を当該母子保護の実施に係る都道府県又は市町村（特

別区を含む。）の長に報告し、又は通知しなければなら

ない。 

（民生委員等の協力） 

第三十七条 民生委員法 （昭和二十三年法律第百九十八

号）に定める民生委員、児童福祉法に定める児童委員、

保護司法 （昭和二十五年法律第二百四号）に定める保

護司、更生保護事業法 （平成七年法律第八十六号）に

定める更生保護事業を営むもの及び人権擁護委員法 

（昭和二十四年法律第百三十九号）に定める人権擁護委

員は、この法律の施行に関し、婦人相談所及び婦人相談

員に協力するものとする。  

（都道府県及び市の支弁）  

第三十八条 都道府県（婦人相談所を設置する指定都市を

含む。第四十八条第一項及び第二項第一号において同

じ。）は、次に掲げる費用（婦人相談所を設置する指定

都市にあつては、第一号、第二号及び第五号に掲げる費

用に限る。）を支弁しなければならない。 

一 婦人相談所に要する費用（第五号に掲げる費用を除

く。） 

二 都道府県知事の委託する婦人相談員に要する費用 

三 都道府県の設置する婦人保護施設の設備に要する費

用 

四 都道府県の行う収容保護（市町村、社会福祉法人その

他適当と認める者に委託して行う場合を含む。）及びこ

れに伴い必要な事務に要する費用 

五 婦人相談所の行う一時保護に要する費用 

２ 市（婦人相談所を設置する指定都市を除く。第四十条

第二項第二号において同じ。）は、その長が委嘱する婦

人相談員に要する費用を支弁しなければならない。 

（都道府県の補助） 

第三十九条 都道府県は、社会福祉法人の設置する婦人保

護施設の設備に要する費用の四分の三以内を補助する

ことができる。 
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児童虐待の防止等に関する法律（抄）（平成 12 年号外法律第 82 号） 

最終改正：平成 30 年号外法律第 59 号  
（目的） 

第一条 この法律は、児童虐待が児童の人権を著しく侵害

し、その心身の成長及び人格の形成に重大な影響を与え

るとともに、我が国における将来の世代の育成にも懸念

を及ぼすことにかんがみ、児童に対する虐待の禁止、児

童虐待の予防及び早期発見その他の児童虐待の防止に

関する国及び地方公共団体の責務、児童虐待を受けた児

童の保護及び自立の支援のための措置等を定めること

により、児童虐待の防止等に関する施策を促進し、もっ

て児童の権利利益の擁護に資することを目的とする。 

（児童虐待の定義） 

第二条 この法律において、「児童虐待」とは、保護者（親

権を行う者、未成年後見人その他の者で、児童を現に監

護するものをいう。以下同じ。）がその監護する児童（十

八歳に満たない者をいう。以下同じ。）について行う次

に掲げる行為をいう。 

一 児童の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴

行を加えること。 

二 児童にわいせつな行為をすること又は児童をしてわ

いせつな行為をさせること。 

三 児童の心身の正常な発達を妨げるような著しい減食

又は長時間の放置、保護者以外の同居人による前二号又

は次号に掲げる行為と同様の行為の放置その他の保護

者としての監護を著しく怠ること。 

四 児童に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応、児

童が同居する家庭における配偶者に対する暴力（配偶者

（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の

事情にある者を含む。）の身体に対する不法な攻撃であ

って生命又は身体に危害を及ぼすもの及びこれに準ず

る心身に有害な影響を及ぼす言動をいう。第十六条にお

いて同じ。）その他の児童に著しい心理的外傷を与える

言動を行うこと。 

（児童に対する虐待の禁止） 

第三条 何人も、児童に対し、虐待をしてはならない。 

（国及び地方公共団体の責務等） 

第四条 国及び地方公共団体は、児童虐待の予防及び早期

発見、迅速かつ適切な児童虐待を受けた児童の保護及び

自立の支援（児童虐待を受けた後十八歳となった者に対

する自立の支援を含む。第三項及び次条第二項において

同じ。）並びに児童虐待を行った保護者に対する親子の

再統合の促進への配慮その他の児童虐待を受けた児童

が家庭（家庭における養育環境と同様の養育環境及び良

好な家庭的環境を含む。）で生活するために必要な配慮

をした適切な指導及び支援を行うため、関係省庁相互間

その他関係機関及び民間団体の間の連携の強化、民間団

体の支援、医療の提供体制の整備その他児童虐待の防止

等のために必要な体制の整備に努めなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、児童相談所等関係機関の職員

及び学校の教職員、児童福祉施設の職員、医師、歯科医

師、保健師、助産師、看護師、弁護士その他児童の福祉

に職務上関係のある者が児童虐待を早期に発見し、その

他児童虐待の防止に寄与することができるよう、研修等

必要な措置を講ずるものとする。 

３ 国及び地方公共団体は、児童虐待を受けた児童の保護

及び自立の支援を専門的知識に基づき適切に行うこと

ができるよう、児童相談所等関係機関の職員、学校の教

職員、児童福祉施設の職員その他児童虐待を受けた児童

の保護及び自立の支援の職務に携わる者の人材の確保

及び資質の向上を図るため、研修等必要な措置を講ずる

ものとする。 

４ 国及び地方公共団体は、児童虐待の防止に資するため、

児童の人権、児童虐待が児童に及ぼす影響、児童虐待に

係る通告義務等について必要な広報その他の啓発活動

に努めなければならない。 

５ 国及び地方公共団体は、児童虐待を受けた児童がその

心身に著しく重大な被害を受けた事例の分析を行うと

ともに、児童虐待の予防及び早期発見のための方策、児

童虐待を受けた児童のケア並びに児童虐待を行った保

護者の指導及び支援のあり方、学校の教職員及び児童福

祉施設の職員が児童虐待の防止に果たすべき役割その

他児童虐待の防止等のために必要な事項についての調

査研究及び検証を行うものとする。 

６ 児童の親権を行う者は、児童を心身ともに健やかに育

成することについて第一義的責任を有するものであっ

て、親権を行うに当たっては、できる限り児童の利益を

尊重するよう努めなければならない。 

７ 何人も、児童の健全な成長のために、家庭（家庭にお

ける養育環境と同様の養育環境及び良好な家庭的環境

を含む。）及び近隣社会の連帯が求められていることに

留意しなければならない。 

（児童虐待の早期発見等） 

第五条 学校、児童福祉施設、病院その他児童の福祉に業

務上関係のある団体及び学校の教職員、児童福祉施設の

職員、医師、歯科医師、保健師、助産師、看護師、弁護
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士その他児童の福祉に職務上関係のある者は、児童虐待

を発見しやすい立場にあることを自覚し、児童虐待の早

期発見に努めなければならない。 

２ 前項に規定する者は、児童虐待の予防その他の児童虐

待の防止並びに児童虐待を受けた児童の保護及び自立

の支援に関する国及び地方公共団体の施策に協力する

よう努めなければならない。 

３ 学校及び児童福祉施設は、児童及び保護者に対して、

児童虐待の防止のための教育又は啓発に努めなければ

ならない。 

（児童虐待に係る通告） 

第六条 児童虐待を受けたと思われる児童を発見した者

は、速やかに、これを市町村、都道府県の設置する福祉

事務所若しくは児童相談所又は児童委員を介して市町

村、都道府県の設置する福祉事務所若しくは児童相談所

に通告しなければならない。 

２ 前項の規定による通告は、児童福祉法（昭和二十二年

法律第百六十四号）第二十五条第一項の規定による通告

とみなして、同法の規定を適用する。 

３ 刑法（明治四十年法律第四十五号）の秘密漏示罪の規

定その他の守秘義務に関する法律の規定は、第一項の規

定による通告をする義務の遵守を妨げるものと解釈し

てはならない。 

第七条 市町村、都道府県の設置する福祉事務所又は児童

相談所が前条第一項の規定による通告を受けた場合に

おいては、当該通告を受けた市町村、都道府県の設置す

る福祉事務所又は児童相談所の所長、所員その他の職員

及び当該通告を仲介した児童委員は、その職務上知り得

た事項であって当該通告をした者を特定させるものを

漏らしてはならない。 

（資料又は情報の提供） 

第十三条の四 地方公共団体の機関及び病院、診療所、児

童福祉施設、学校その他児童の医療、福祉又は教育に関

係する機関（地方公共団体の機関を除く。）並びに医師、

歯科医師、保健師、助産師、看護師、児童福祉施設の職

員、学校の教職員その他児童の医療、福祉又は教育に関

連する職務に従事する者は、市町村長、都道府県の設置

する福祉事務所の長又は児童相談所長から児童虐待に

係る児童又はその保護者の心身の状況、これらの者の置

かれている環境その他児童虐待の防止等に係る当該児

童、その保護者その他の関係者に関する資料又は情報の

提供を求められたときは、当該資料又は情報について、

当該市町村長、都道府県の設置する福祉事務所の長又は

児童相談所長が児童虐待の防止等に関する事務又は業

務の遂行に必要な限度で利用し、かつ、利用することに

相当の理由があるときは、これを提供することができる。

ただし、当該資料又は情報を提供することによって、当

該資料又は情報に係る児童、その保護者その他の関係者

又は第三者の権利利益を不当に侵害するおそれがある

と認められるときは、この限りでない。 

（延長者等の特例） 

第十六条 児童福祉法第三十一条第四項に規定する延長

者（以下この条において「延長者」という。）、延長者の

親権を行う者、未成年後見人その他の者で、延長者を現

に監護する者（以下この項において「延長者の監護者」

という。）及び延長者の監護者がその監護する延長者に

ついて行う次に掲げる行為（以下この項において「延長

者虐待」という。）については、延長者を児童と、延長

者の監護者を保護者と、延長者虐待を児童虐待と、同法

第三十一条第二項から第四項までの規定による措置を

同法第二十七条第一項第一号から第三号まで又は第二

項の規定による措置とみなして、第十一条第一項から第

三項まで及び第五項、第十二条の四並びに第十三条第一

項の規定を適用する。 

一 延長者の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある

暴行を加えること。 

二 延長者にわいせつな行為をすること又は延長者をし

てわいせつな行為をさせること。 

三 延長者の心身の正常な発達を妨げるような著しい減

食又は長時間の放置、延長者の監護者以外の同居人によ

る前二号又は次号に掲げる行為と同様の行為の放置そ

の他の延長者の監護者としての監護を著しく怠ること。 

四 延長者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応、

延長者が同居する家庭における配偶者に対する暴力そ

の他の延長者に著しい心理的外傷を与える言動を行う

こと。 

２ 延長者又は児童福祉法第三十三条第十項に規定する

保護延長者（以下この項において「延長者等」という。）、

延長者等の親権を行う者、未成年後見人その他の者で、

延長者等を現に監護する者（以下この項において「延長

者等の監護者」という。）及び延長者等の監護者がその

監護する延長者等について行う次に掲げる行為（以下こ

の項において「延長者等虐待」という。）については、

延長者等を児童と、延長者等の監護者を保護者と、延長

者等虐待を児童虐待と、同法第三十一条第二項から第四

項までの規定による措置を同法第二十七条第一項第一

号から第三号まで又は第二項の規定による措置と、同法

第三十三条第八項から第十一項までの規定による一時

保護を同条第一項又は第二項の規定による一時保護と

みなして、第十一条第四項、第十二条から第十二条の三
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まで、第十三条第二項から第四項まで、第十三条の二、

第十三条の四及び第十三条の五の規定を適用する。 

一 延長者等の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのあ

る暴行を加えること。 

二 延長者等にわいせつな行為をすること又は延長者等

をしてわいせつな行為をさせること。 

三 延長者等の心身の正常な発達を妨げるような著しい

減食又は長時間の放置、延長者等の監護者以外の同居人

による前二号又は次号に掲げる行為と同様の行為の放

置その他の延長者等の監護者としての監護を著しく怠

ること。 

四 延長者等に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対

応、延長者等が同居する家庭における配偶者に対する暴

力その他の延長者等に著しい心理的外傷を与える言動

を行うこと。 
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ストーカー行為等の規制等に関する法律（抄）（平成 12 年号外法律第 81 号） 

最終改正：平成 28 年号外法律第 102 号  
（目的）  

第一条 この法律は、ストーカー行為を処罰する等ストー

カー行為等について必要な規制を行うとともに、その相

手方に対する援助の措置等を定めることにより、個人の

身体、自由及び名誉に対する危害の発生を防止し、あわ

せて国民の生活の安全と平穏に資することを目的とす

る。 

（定義）  

第二条 この法律において「つきまとい等」とは、特定の

者に対する恋愛感情その他の好意の感情又はそれが満

たされなかったことに対する怨恨の感情を充足する目

的で、当該特定の者又はその配偶者、直系若しくは同居

の親族その他当該特定の者と社会生活において密接な

関係を有する者に対し、次の各号のいずれかに掲げる行

為をすることをいう。 

一 つきまとい、待ち伏せし、進路に立ちふさがり、住居、

勤務先、学校その他その通常所在する場所（以下「住居

等」という。）の付近において見張りをし、住居等に押

し掛け、又は住居棟の付近をみだりにうろつくこと。 

二 その行動を監視していると思わせるような事項を告

げ、又はその知り得る状態に置くこと。 

三 面会、交際その他の義務のないことを行うことを要求

すること。 

四 著しく粗野又は乱暴な言動をすること。 

五 電話をかけて何も告げず、又は拒まれたにもかかわら

ず、連続して、電話をかけ、ファクシミリ装置を用いて

送信し、若しくは電子メールを送信すること。 

六 汚物、動物の死体その他の著しく不快又は嫌悪の情を

催させるような物を送付し、又はその知り得る状態に置

くこと。 

七 その名誉を害する事項を告げ、又はその知り得る状態

に置くこと。 

八 その性的羞恥心を害する事項を告げ若しくはその知

り得る状態に置き、その性的羞恥心を害する文書、図画、

電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚に

よっては認識することができない方式で作られる記録

であって、電子計算機による情報処理の様に供されるも

のをいう。以下この号において同じ。）に係る記録媒体

その他の物を送付し若しくはその知り得る状態に置き、

又はその性的羞恥心を害する電磁的記録その他の記録

を送付し若しくはその知り得る状態に置くこと。 

２ 前項第五号の「電子メールの送信等」とは、次の各号

のいずれかに掲げる行為（電話をかけること及びファク

シミリ装置を用いて送信することを除く。）をいう。 

一 電子メールその他のその受診をする者を特定して情

報を伝達するために用いられる電気通信の送信を行う

こと。 

二 前号に掲げるもののほか、特定の個人がその入力する

情報を電気通信を利用して第三者に閲覧されることに

付随して、その第三者が当該個人に対し情報を伝達する

ことができる機能が提供されるものの当該機能を利用

する行為をすること。 

３ この法律において「ストーカー行為」とは、同一の者

に対し、つきまとい等（前項第一項第一号から第四号ま

で及び第五号（電子メールの送信等に係る部分に限る。）

に掲げる行為については、身体の安全、住居等の平穏若

しくは名誉が害され、又は行動の自由が著しく害される

不安を覚えさせるような方法により行われる場合に限

る。）を反復してすることをいう。  

（つきまとい等をして不安を覚えさせることの禁止）  

第三条 何人も、つきまとい等をして、その相手方に身体

の安全、住居等の平穏若しくは名誉が害され、又は行動

の自由が著しく害される不安を覚えさせてはならない。  

（警告）  

第四条 警視総監若しくは道府県警察本部長又は警察署

長（以下「警察本部長等」という。）は、つきまとい等

をされたとして当該つきまとい等に係る警告を求める

旨の申出を受けた場合において、当該申出に係る前条の

規定に違反する行為があり、かつ、当該行為をした者が

更に反復して当該行為をするおそれがあると認めると

きは、当該行為をした者に対し、国家公安委員会規則で

定めるところにより、更に反復して当該行為をしてはな

らない旨を警告することができる。 

２ 一の警察本部長等が前項の規定による警告（以下「警

告」という。）をした場合には、他の警察本部長等は、

当該警告を受けた者に対し、当該警告に係る前条の規定

に違反する行為について警告をすることができない。 

３ 警察本部長等は、警告をしたときは、速やかに、当該

警告の内容及び日時を第一項の申出をした者に通知し

なければならない。 

４ 警察本部長等は、警告をしなかったときは、速やかに、

その旨及びその理由を第一項の申出をした者に書面に

より通知しなければならない。 

５ 前各項に定めるもののほか、第一項の申出の受理及び
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警告の実施に関し必要な事項は、国家公安委員会規則で

定める。  

（禁止命令等）  

第五条 都道府県公安委員会（以下「公安委員会」という。）

は、第三条の規定に違反する行為があった場合において、

当該行為をした者が更に反復して当該行為をするおそ

れがあると認めるときは、その相手方の申出により、又

は職権で、当該行為をした者に対し、国家公安委員会規

則で定めるところにより、次に掲げる事項を命ずること

ができる。 

一 更に反復して当該行為をしてはならないこと。  

二 更に反復して当該行為が行われることを防止するた

めに必要な事項 

２ 公安委員会は、前項の規定による命令（以下「禁止命

令等」という。）をしようとするときは、行政手続法 （平

成五年法律第八十八号）第十三条第一項の規定による意

見陳述のための手続の区分にかかわらず、聴聞を行わな

ければならない。 

３ 公安委員会は、第一項に規定する場合において、第三

条の規定に違反する行為の相手方の身体の安全、住居等

の平穏若しくは名誉が害され、又は行動の自由が著しく

害されることを防止するために緊急の必要があると認

めるときは、前項及び行政手続法第十三条第一項の規定

にかかわらず、聴聞又は弁明の機会の付与を行わないで、

当該相手方の申出により（当該相手方の身体の安全が害

されることを防止するために緊急の必要があると認め

るときは、その申出により、又は職権で）、禁止命令等

をすることができる。この場合において、当該禁止命令

等をした公安委員会は、意見の聴取を、当該禁止命令等

をした日から起算して十五日以内（当該禁止命令等をし

た日から起算して十五日以内に次項において準用する

同法第十五条第三項の規定により意見の聴取の通知を

行った場合にあっては、当該通知が到達したとみなされ

る日から十四日以内）に行わなければならない。 

４ 行政手続法第三章二節（第二十八条を除く。）の規定

は、公安委員会が前項後段の規定による意見の聴取を行

う場合について準用する。この場合において、同法第十

五条第一項中「聴聞を行うべき期日までに相当な期間を

おいて」とあるのは「速やかに」と、同法第二十六条中

「不利益処分の決定をするときは」とあるのは「ストー

カー行為等の規制等に関する法律（平成十二年法律第八

十一号）第五条第三項後段の規定による意見の聴取を行

ったときは」と、「参酌してこれをしなれけば」とある

のは「考慮しなければ」と読み替えるほか、必要な技術

的読替えは、政令で定める。 

５ 一の公安委員会が禁止命令等をした場合には、他の公

安委員会は、当該禁止命令等を受けた者に対し、当該禁

止命令等に係る第三条の規定に違反する行為について

禁止命令等をすることができない。 

６ 公安委員会は、第一項又は第三項の申出を受けた場合

において、禁止命令等をしたときは、速やかに、当該禁

止命令等の内容及び日時を当該申出をした者に通知し

なければならない。 

７ 公安委員会は、第一項又は第三項の申出を受けた場合

において、禁止命令等をしなかったときは、速やかに、

その旨及びその理由を当該申出をした者に書面により

通知しなければならない。 

８ 禁止命令等の効力は、禁止命令等をした日から起算し

て一年とする。 

９ 公安委員会は、禁止命令等をした場合において、前項

の期間の経過後、当該禁止命令等を継続する必要がある

と認めるときは、当該禁止命令等に係る事案に関する第

三条の規定に違反する行為の相手方の申出により、又は

職権で、当該禁止命令等の有効期間を一年間延長するこ

とができる。当該延長に係る機関の経過後、これを更に

延長しようとするときも、同様とする。 

10 第二項の規定は禁止命令等の有効期間の延長をしよ

うとする場合について、第六項及び第七項の規定は前項

の申出を受けた場合について準用する。この場合におい

て、第六項中「禁止命令等を」とあるのは「第九項の規

定による禁止命令等の有効期間の延長の処分を」と、「当

該禁止命令等の」とあるのは「当該処分の」と、第七項

中「禁止命令等」とあるのは「第九項の規定による禁止

命令等の有効期間の延長の処分」と読み替えるものとす

る。 

11 前各項に定めるもののほか、禁止命令等及び第三項後

段の規定による意見の聴取の実施に関し必要な事項は、

国家公安委員会規則で定める。 

（ストーカー行為等に係る情報提供の禁止） 

第六条 何人も、ストーカー行為又は第三条の規定に違反

する行為（以下「ストーカー行為等」という。）をする

おそれがある者であることを知りながら、その者に対し、

当該ストーカー行為等の相手方の氏名、住所その他の当

該ストーカー行為等の相手方に係る情報でストーカー

行為等をするために必要となるものを提供してはなら

ない。 

（警察本部長等の援助等）  

第七条 警察本部長等は、ストーカー行為の相手方から当

該ストーカー行為等に係る被害を自ら防止するための

援助を受けたい旨の申出があり、その申出を相当と認め
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るときは、当該相手方に対し、当該ストーカー行為等に

係る被害を自ら防止するための措置の教示その他国家

公安委員会規則で定める必要な援助を行うものとする。 

２ 警察本部長等は、前項の援助を行うに当たっては、関

係行政機関又は関係のある公私の団体と緊密な連携を

図るよう努めなければならない。 

３ 警察本部長等は、第一項に定めるもののほか、ストー

カー行為等に係る被害を防止するための措置を講ずる

よう努めなければならない。 

４ 第一項及び第二項に定めるもののほか、第一項の申出

の受理及び援助の実施に関し必要な事項は、国家公安委

員会規則で定める。 

（職務関係者による配慮等） 

第八条 ストーカー行為等に係る相手方の保護、捜査、裁

判等に職務上関係のある者（次項において「職務関係者

という。」は、その職務を行うに当たり、当該ストーカ

ー行為等の相手方の安全の確保及び秘密の保持に十分

な配慮をしなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、ストーカ

ー行為等の相手方の人権、ストーカー行為等の特性に関

する理解を深めるために必要な研修及び啓発を行うも

のとする。 

３ 国、地方公共団体は、前二項に規定するもののほか、

その保有する個人情報の管理について、ストーカー行為

等の防止のために必要な措置を講ずるよう努めなけれ

ばならない。 

（国、地方公共団体、関係事業者等の支援等）  

第九条 国及び地方公共団体は、ストーカー行為等の相手

方に対する婦人相談所その他適切な施設による支援、民

間の施設における滞在についての支援及び公的賃貸住

宅への入居についての配慮に努めるものとする。 

２ ストーカー行為等に係る役務の提供を行った関係事

業者は、当該ストーカー行為等の相手方からの求めに応

じて、当該ストーカー行為等が行われることを防止する

ための措置を講ずること等に努めるものとする。 

３ ストーカー行為等が行われている場合には、当該スト

ーカー行為等が行われている地域の住民は、当該ストー

カー行為等の相手方に対する援助に努めるものとする。  

（報告徴収等）  

第十三条 警察本部長等は、警告をするために必要がある

と認めるときは、その必要な限度において、第四条第一

項の申出に係る第三条の規定に違反する行為をしたと

認められる者その他の関係者に対し、報告若しくは資料

の提出を求め、又は警察職員に当該行為をしたと認めら

れる者その他の関係者に質問させることができる。 

２ 公安委員会は、禁止命令等（第五条第九項の規定によ

る禁止命令等の有効期間の延長の処分を含む。）をする

ために必要があると認めるときは、その必要な限度にお

いて、当該第三条の規定に違反する行為をしたと認めら

れる者その他の関係者に対し、報告若しくは資料の提出

を求め、又は警察職員に当該行為をしたと認められる者

その他の関係者に質問させることができる。  

（禁止命令等を行う公安委員会等）  

第十四条 この法律における公安委員会は、禁止命令等及

び第五条第二項の聴聞に関しては、当該禁止命令等及び

同項の聴聞に係る事案に関する第三条の規定に違反す

る行為の相手方の住所若しくは居所若しくは当該禁止

命令等及び第五条第二項の聴聞に係る第三条の規定に

違反する行為をした者の住所（日本国内に住所がないと

き又は住所が知れないときは居所）の所在地又は当該行

為が行われた地を管轄する公安委員会とする。 

２ 公安委員会は、第五条第二項の聴聞を終了していると

きは、次に掲げる事由が生じた場合であっても、当該聴

聞に係る禁止命令等をすることができるものとし、当該

他の公安委員会は、前項の規定にかかわらず、当該聴聞

に係る禁止命令等をすることができないものとする。 

一 当該聴聞に係る事案に関する第三条の規定に違反す

る行為の相手方がその住所又は居所を他の公安委員会

の管轄区域内に移転したこと。 

二 当該聴聞に係る事案に関する第三条の規定に違反す

る行為をした者がその住所（日本国内に住所がないとき

又は住所が知れないときは居所）を他の公安委員会の管

轄区域内に移転したこと。 

３ この法律における警察本部長等は、警告に関しては、

当該警告に係る第四条第一項の申出をした者の住所若

しくは居所若しくは当該申出に係る第三条の規定に違

反する行為をした者の住所（日本国内に住所がないとき

又は住所が知れないときは居所）の所在地又は当該行為

が行われた地を管轄する警察本部長等とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



参考資料

— 67 —67 

神奈川県男女共同参画推進条例（平成 14 年神奈川県条例第８号） 
 
（目的） 

第１条 この条例は、男女共同参画の推進に関し、県、事

業者及び県民の責務を明らかにするとともに、男女共同

参画の推進に関する施策の実施について必要な事項を

定めることにより、男女共同参画社会の形成の促進に寄

与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義

は、当該各号に定めるところによる。 

 (1) 男女共同参画 男女が、互いにその人権を尊重し、

社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会

のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保

され、もって男女が均等に利益を享受することができ、

かつ、共に責任を担うことをいう。 

 (2) セクシュアル・ハラスメント 相手が望まない性的

な言動により相手方の生活環境を害すること又は性

的な言動に対する相手方の対応によりその者に不利

益を与えることをいう。 

（男女共同参画を推進するための理念） 

第３条 男女共同参画の推進は、男女の個人としての尊厳

が重んぜられ性別によるいかなる権利侵害も受けない

こと、あらゆる場において男女が性別による差別的取扱

いを受けないこと、男女が個人としての能力を発揮する

機会が確保されることその他の男女の人権が尊重され

ることを旨として、行われなければならない。 

２ 男女共同参画の推進は、男女が社会のあらゆる分野に

おける意思の形成及び決定に共同して参画する機会が

確保されることを旨として、行われなければならない。 

３ 男女共同参画の推進は、家族を構成する男女が、相互

の協力と社会の支援の下に、家庭生活における活動と当

該活動以外の活動との両立を図ることができるように

することを旨として、行われなければならない。 

４ 男女共同参画の推進に当たっては、社会における制度

又は慣行が性別による固定的な役割分担等を反映して、

男女の社会における活動の自由な選択に対して影響を

及ぼすことのないよう配慮されなければならない。 

（県の責務） 

第４条 県は、前条に規定する理念（以下「条例の理念」

という。）にのっとり、男女共同参画の推進に関する施

策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 県は、男女共同参画の推進に関する施策について、市

町村、事業者及び県民と協力して実施するよう努めなけ

ればならない。 

（事業者の責務） 

第５条 事業者は、条例の理念にのっとり、その事業活動

を行うに当たっては、男女共同参画の推進を図るものと

する。 

２ 事業者は、県が実施する男女共同参画の推進に関する

施策に協力するよう努めなければならない。 

（県民の責務） 

第６条 県民は、条例の理念にのっとり、あらゆる分野に

おいて男女が共に責任を担い、及び互いに協力するとと

もに、男女共同参画の推進を阻害する行為を行わないよ

う努めなければならない。 

２ 県民は、県が実施する男女共同参画の推進に関する施

策に協力するよう努めなければならない。 

（性別による権利侵害行為の禁止） 

第７条 何人も、職場、家庭、学校、地域その他の社会の

あらゆる場において、異性に対する暴力的行為（身体的

又は精神的な苦痛を与える行為をいう。）その他の性別

による権利侵害行為を行ってはならない。 

（セクシュアル・ハラスメントの禁止等） 

第８条 何人も、セクシュアル・ハラスメントを行っては

ならない。 

２ 事業者は、事業活動を行うに当たり、その使用する者

が当該事業の執行に際し、第三者に対しセクシュアル・

ハラスメントを行わないよう必要な配慮に努めなけれ

ばならない。 

（情報を読み解く能力の向上） 

第９条 県は、県民が、男女共同参画の推進を阻害するお

それがある表現に関し、提供される情報を主体的に解釈

し、及び評価するための能力の向上を図ろうとする取組

に必要な施策を講じるものとする。 

（男女共同参画の推進に関する届出等） 

第 10 条 常時使用する従業員の数が規則で定める数の規

模の事業所を県内に有する事業者は、毎年、当該事業所

における男女共同参画の推進に関し、次に掲げる事項を

知事に届け出なければならない。ただし、規則で定める

事業所については、この限りでない。 

 (1) 事業者の名称及び代表者並びに所在地 

 (2) 事業所の名称及び所在地並びに主たる業種 

 (3) 常時使用する従業員の数及びその男女別の数 

 (4) 職務区分別の常時使用する従業員の数及びその男

女別の数 

 (5) 専ら事業所全般又は事業所に設けられた組織の経

営及び管理の業務に従事する者の数並びにその男女

別の数 

 (6) 従業員の資質及び能力の向上を図るための教育訓

練の実施状況 

 (7) 業務の遂行と家庭生活における活動との両立を支

援するための措置の状況 

 (8) セクシュアル・ハラスメントを防止するための措置
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の状況 

 (9) その他規則で定める事項 

２ 知事は、前項の規定による届出をしていない事業者に

対し、届出を行うべきことを勧告することができる。 

（報告の徴収） 

第11条 知事は、この条例の施行に必要な限度において、

前条第１項の規定により届出があった事業者から必要

な報告を求めることができる。 

（指導及び勧告） 

第12条 知事は、第10条第１項の規定により事業者から届

出があった事業所のうち、相当の理由がないにもかかわ

らず、男女共同参画の推進の状況が著しく不良であると

認められ、かつ、相当の期間を経過しても改善が認めら

れないものがあるときは、当該事業所を有する事業者に

対し、改善に関する指導又は勧告をすることができる。 

（情報の提供） 

第 13 条 県は、男女共同参画の推進に関する施策及び男

女共同参画の推進の状況についての情報を県民及び事

業者に積極的に提供するものとする。 

（施策又は事業についての提案等の申出） 

第 14 条 県内に住所を有する者、県内に事業所を有する

事業者その他規則で定める者で、県が実施する男女共同

参画の推進に関する施策又は事業についての提案、意見、

要望、苦情等のあるものは、知事にその旨を申し出るこ

とができる。 

２ 知事は、前項の規定により申出があった提案、意見、

要望、苦情等の処理を行うに当たり特に必要があると認

めるときは、神奈川県男女共同参画審議会（以下「審議

会」という。）の意見を聴くものとする。 

（審議会への諮問） 

第 15 条 知事は、男女共同参画社会基本法（平成 11 年法

律第 78 号）第 14 条第１項の規定による男女共同参画計

画を策定し、又は改定しようとするときその他男女共同

参画の推進に関する重要事項に関し決定を行おうとす

るときは、審議会の意見を聴くものとする。 

（委任） 

第 16 条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定

める。 

  附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成 14 年４月１日から施行する。 ただ

し、第 10 条から第 12 条までの規定は、同年 10 月１日

から施行する。 

（附属機関の設置に関する条例の一部改正） 

２ 附属機関の設置に関する条例（昭和 28 年神奈川県条

例第５号）の一部を次のように改正する。 

 別表知事の項神奈川県統計報告調整審議会の項の次に

次のように加える。 

神

奈

川

県

男

女

共

同 

参

画

審

議

会 

男女共同参画の推進に関する重要事項及び

神奈川県男女共同参画推進条例（平成 14 年神

奈川県条例第８号）第 14 条第１項の規定によ

り申出があった提案、意見、要望、苦情等の

処理につき知事の諮問に応じて調査審議し、

その結果を報告し、又は意見を建議すること。 

12

人 

以

内 

（検討） 

３ 知事は、平成21年４月１日から起算して５年を経過す

るごとに、この条例の施行の状況について検討を加え、

その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

  附 則（平成20年７月22日条例第40号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

  附 則（平成22年８月３日条例第48号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 
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人権男女共同参画施策推進会議の設置及び局等の推進体制の整備に関する要綱 

最終改正：平成 30 年４月１日 
（目的） 

第１条 人権施策及び男女共同参画施策の円滑かつ適

正な推進を図るため、人権男女共同参画施策推進会議

（以下「推進会議」という。）を設置するとともに、

局等の推進体制を整備する。 

第１章 人権男女共同参画施策推進会議 

（所掌事項） 

第２条 推進会議の所掌事項は、次のとおりとする。 

(1) 人権施策及び男女共同参画施策の総合的な企画及

び調整に関すること。 

(2) 人権施策に係る指針の策定及び推進に関すること。 

(3) 男女共同参画施策に係る計画の策定及び推進に関

すること。 

（組織） 

第３条 推進会議は、会長、副会長及び委員で構成する。 

２ 会長は、福祉子どもみらい局担当の副知事を、副会

長は、理事（共生担当）を充てる。 

３ 委員は、別表１に掲げる者を充てる。ただし、会長

は必要に応じて、これらの者以外の者を委員として出

席させることができる。 

４ 会長は、会務を総理し、会議を代表する。 

５ 会長は、あらかじめ副会長にその職務を代理させる

ことができる。 

６ 副会長は、会長を補佐し、前項に規定する場合のほ

か、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第４条 推進会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 会長が必要と認めるときは、特に議題に関係のある

特定の委員による会議を開催することができる。 

（幹事会） 

第５条 推進会議に、幹事会を置く。 

２ 幹事会は、推進会議の所掌事項について協議調整を

行う。 

３ 幹事会は、幹事長及び幹事で構成する。 

４ 幹事長は、人権男女共同参画担当部長を充てる。 

５ 幹事は、別表２に掲げる者を充てる。ただし、幹事

長は、必要に応じてこれらの者以外の者を幹事として

出席させることができる。 

６ 幹事長は、幹事会の会務を総理し、必要に応じて幹

事会を招集し、その議長となる。 

７ 幹事長が必要と認めるときは、特に議題に関係のあ

る特定の幹事による会議を開催することができる。 

（ワーキング部会） 

第６条 特定な課題に対応するため、幹事長は必要に応

じてワーキング部会（以下「部会」という。）を置く

ことができる。 

２ 部会の構成その他必要な事項は、幹事長が別に定め

る。 

第２章 局等推進体制 

（推進体制の整備） 

第７条 局等（以下「局」という。）ごとの推進体制の

整備を図るため、局ごとに人権男女共同参画施策統括

責任者（以下「人権男女統括者」という。）及び人権

男女共同参画施策推進責任者（以下「人権男女責任者」

という。）を置き、所属等（以下「所属」という。）ご

とに人権男女共同参画施策推進主任者兼研修指導者

（以下「人権男女主任者」という。）を置く。 

（人権男女統括者） 

第８条 人権男女統括者は、別表１の職にある者及び地

域県政総合センター所長を充てる。ただし、「企業庁

長」とあるのは「企業庁企業局長」と、「教育長」と

あるのは「教育委員会教育局長」と読み替え、また「福

祉子どもみらい局人権男女共同参画担当部長」は除く。 

２ 人権男女統括者は、推進会議の決定を受けて、局に

おける人権施策及び男女共同参画施策について、統括

的な責任者として、推進を図る。 

（人権男女責任者） 

第９条 人権男女責任者は、別表２の職にある者及び地

域県政総合センター総務部長を充てる。 

２ 人権男女責任者は、人権男女統括者の指揮監督のも

と、各局における人権施策及び男女共同参画施策につ

いて、各所属と調整を行い推進を図る。 

（人権男女主任者） 

第 10 条 人権男女主任者は、各所属において、所属長

が指名する職員を充てる。ただし、各地域県政総合セ

ンターの人権男女主任者は、各地域県政総合センター

所長が各部ごとに指名する職員を充てる。 

２ 人権男女主任者は、人権男女統括者の指揮監督のも

と、人権男女責任者と調整を行い、所属における人権

施策及び男女共同参画施策の推進を図るとともに、人

権及び男女共同参画についての研修を実施する。 

第３章 その他 

（庶務） 

第 11 条 推進会議、幹事会の庶務は、福祉子どもみら

い局人権男女共同参画課において処理する。 

（委任） 

第 12 条 この要綱に定めるもののほか、推進会議等の

運営その他必要な事項は、会長が別に定める。 
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附 則（一部略） 

 この要綱は、平成 30 年４月１日から施行する。 

 

別表１（第３条、第８条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表２（第５条、第９条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
政策局長 

総務局長 

くらし安全防災局長 

国際文化観光局長 

スポーツ局長 

環境農政局長 

福祉子どもみらい局長 

健康医療局長 

産業労働局長 

県土整備局長 

会計局長 

企業庁長 

教育長 

議会局長  

人事委員会事務局長 

監査事務局長 

労働委員会事務局長 

警察本部総務部長 

福祉子どもみらい局人権男女共同参画担当部長 

政策局総務室企画調整担当課長 

総務局総務室企画調整担当課長 

くらし安全防災局総務室企画調整担当課長 

国際文化観光局総務室企画調整担当課長 

スポーツ局総務室企画調整担当課長 

環境農政局総務室企画調整担当課長 

福祉子どもみらい局総務室企画調整担当課長 

同人権男女共同参画課長 

健康医療局総務室企画調整担当課長 

産業労働局総務室企画調整担当課長 

県土整備局総務室企画調整担当課長 

会計局会計課副課長 

企業庁企業局総務室企画調整担当課長 

教育委員会教育局行政部行政課専任主幹 

議会局総務課副課長 

人事委員会事務局総務課副課長 

監査事務局総務課副課長 

労働委員会事務局審査調整課副課長 

警察本部警務部警務課企画室長 
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神奈川県ＤＶ対策推進会議設置要綱 

最終改正：平成 30 年４月１日

 

（趣旨） 

第１条 神奈川県内のドメスティック・バイオレンス（以

下「ＤＶ」という。）対策を総合的に推進するため、「神

奈川県ＤＶ対策推進会議」（以下「対策推進会議」とい

う。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 対策推進会議は、次に掲げる事項を所掌する。 

(1) ＤＶ被害者に対する総合的な支援策についての協議

に関すること。 

(2) ＤＶの防止についての協議に関すること。 

(3) その他ＤＶ対策に関し必要と認められること。 

（委員等） 

第３条 対策推進会議は次の委員で構成する。 

(1) ＤＶ被害者支援に係る民間団体の代表者 

(2) その他のＤＶ対策に係る関係団体の代表者 

(3) 国（法務局）及び市町村（ＤＶ対策所管課）の代表

者 

(4) 県庁内ＤＶ対策関係各課所の代表者 

２ 委員の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。 

（組織） 

第４条 対策推進会議に会長を置き、神奈川県福祉子ども

みらい局人権男女共同参画課長をもって充てる。 

２ 会長は、会務を総理し、対策推進会議を代表する。 

３ 会長に事故あるときは、会長があらかじめ指名したも

のがその職務を代理する。 

（会議） 

第５条 対策推進会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 会長が必要と認めるときは、関係者の出席を求め、そ

の意見を聞くことができる。 

（庶務） 

第６条 対策推進会議の庶務は、神奈川県福祉子どもみら

い局人権男女共同参画課において処理する。 

（報酬） 

第７条 対策推進会議は、原則として年１回開催する。報

酬は、会議開催日の属する月の翌月 16 日に支給する。 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は会長

が別に定める。 

  附 則（一部略） 

 この要綱は、平成 30 年４月１日から施行する。 
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３ 神奈川における一時保護による被害者支援の流れ 

※一時保護を実施しない場合でも、被害者の方は情報提供や自立支援を受けることができます。

① 被害者の自立支援（関係機関による調整） 

② 被害者及び同伴する子どもへのケア  

被 害 者

市町村・

福祉事務所

医療機関

等

配偶者暴力

相談支援

センター

一時保護施設

自

立

支

援

市町村 県

心理的ケア 

就学支援 

住宅支援 就労支援 

経済的支援 

連 携 

相談窓

口案内 

通 報 

法的支援 

相

談 

各種制度の 

活用 

民間団体 警察署

相

談 

相

談 

相

談 

相談窓

口案内 

民間団体

一

時

保

護

施設等の活用 
自立のための 
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